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Ⅰ 検討事項 

携帯電話等高度化委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信技術審議会諮問第 81

号「携帯電話等の周波数有効利用方策」（平成７年７月 24日諮問）のうち、「第４世代移動

通信システム（IMT-Advanced）の技術的条件」について検討を行った。 

 

Ⅱ 委員会及び作業班の構成 

 委員会の構成は別表１のとおりである。 

 検討の促進を図るため、委員会の下に、委員会が調査のために必要とする情報を収集し、

技術的条件についての調査を促進することを目的とした、第４世代移動通信システム作業

班（以下「作業班」という。）を設置した。作業班の構成は、別表２のとおりである。 

 

Ⅲ 検討経過 

１ 委員会での検討 

① 第 10回委員会（平成 24年４月 16日） 

 委員会の運営方針及び調査の進め方について検討を行ったほか、検討の促進を図

るため、委員会の下に作業班を設置した。 

また、次回委員会において、第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の技術

的条件について、広く意見陳述の機会を設けることとした。その後、５月 15日から

６月５日まで希望者を募集したが、意見陳述の申出はなかった。 

  ② 第 11回委員会（平成 24年 11月 22日） 

作業班より、国際標準化の動向、IMT-Advanced の概要や干渉検討の進め方につい

ての検討状況が報告された。 

  ③ 第 12回委員会（平成 25年３月５日） 

作業班より、干渉検討に関する検討状況の報告が行われ、それを踏まえて報告書

の素案について検討を行った。 

 

２ 作業班での検討 

① 第１回作業班（平成 24年６月６日） 

調査の進め方について検討を行った。検討を効率的に行うため、作業班内にアド

ホックグループを設置した。 

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の概要・動向・将来展望や干渉検討に

向けた前提条件・運用上考慮すべき事項等について、関係構成員等によるプレゼンテ

ーションを実施することとし、第 1回目のプレゼンテーションが行われた。 

② 第２回作業班（平成 24年７月４日） 

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）及び干渉検討対象となる固定衛星業務

の無線システムについてプレゼンテーションが行われた。 
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③ 第３回作業班（平成 24年８月９日） 

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）及び干渉検討対象となる放送事業用の

無線システムについてプレゼンテーションが行われた。 

④ 第４回作業班（平成 24年９月５日）  

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）についてプレゼンテーションが行われ

た。 

⑤ 第５回作業班（平成 24年 10月 17日）  

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）についてプレゼンテーションが行わ

れた。 

干渉検討の組み合わせと検討モデルについて議論され、委員会への検討状況の報

告案が検討された。 

⑥ 第６回作業班（平成 24年 12月 12日）  

干渉検討の検討状況が報告された。 
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Ⅳ 検討概要 

第１章 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の概要 

１．１ 調査開始の背景 

我が国の携帯電話の加入者数及び人口普及率は、それぞれ１億 2991 万加入、101.9%となっ

ており（平成 24年６月末現在）、１人で複数台の端末を利用するような使い方も確実に広がっ

てきている。 

ここ数年のワイヤレスブロードバンドシステムの世界的な普及拡大を背景に、移動通信シス

テムの世界においても、スマートフォンの利用や、高速データ通信の利用が急激に拡大してお

り、利用者からは、より高速・大容量で利便性の高い第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）

の早期導入に大きな期待が寄せられている。 

このような背景を踏まえ、国内外の技術進化の動向及び周波数の一層の有効利用を考慮して、

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の導入に向け、必要な技術的条件等の検討を行っ

たものである。 

 

 
図１．１－１ 我が国の携帯電話加入者数の推移 
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１．２ 移動通信をめぐるトレンド 

１．２．１ 世界の移動通信システムの進化 

移動通信システムの世界では、概ね 10 年に１度の頻度で大きな技術革新に伴う新たな方式

の導入が行われている。1990年代の終わりごろから、従来の音声中心の利用形態から、携帯電

話からインターネットへアクセスするようなモバイルインターネットの時代が始まり、2000年

代からは、高速データ通信とマルチメディアへの親和性の高い、いわゆる第３世代システム

（IMT-2000）の普及が始まっている。国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）が定めた IMT-2000

システムにはいくつかの方式があるが、世界的には、W-CDMA と CDMA2000 の２つのシステムが

広く商用展開されている。 

2010年代に入ると、更なる高速・大容量のシステムとして、第３世代システムから大きく飛

躍した性能を有する LTE（Long Term Evolution）システムが、世界的に利用され始めている。

LTEは、最大300Mbit/secの伝送速度を達成可能な超高速の移動通信システムであり、2013

年１月現在、世界中で 66カ国 145のネットワークが商用サービスされている（※１）。 

（※１）http://www.gsacom.com//downloads/charts/LTE_global_map.php4 

上記のような技術進化とともに、携帯電話システムにおけるトラヒック量も急激に増加

してきており、これに応えるため、更なる超高速・大容量システムの実現が期待されてい

る。以下に詳述するように、ITU-R では 2000 年ごろからいわゆる第４世代システム

（IMT-Advanced）の標準化作業を進めてきており、2012 年 1月には IMT-Advanced システ

ムの無線詳細規格（勧告 ITU-R M.2012）が承認され、2015年ごろには実用化されることが

期待されている。 

 

 

 

図１．２．１－１ 世界の移動通信システムの進化 

 

 

１．２．２ トラヒックの増加傾向 

移動通信関連の技術革新の速度は著しく、スマートフォンに代表されるように、インターネ

ット接続環境での利用を重視した端末の急速な普及や、それに伴う様々な利用環境の拡大が続

いている。例えば、電子書籍を扱う端末やサービス、プラットフォーム等を巡る動きが活発化

し、移動通信ネットワークを介して新聞、雑誌、新刊書籍等を入手するだけではなく、M2Mの

ように、あらゆる物体に小型の端末を埋め込んでインターネットへ接続しビジネス環境を構築

する時代が幕開けようとしている。このほかにも、ハイビジョン映像のアップロード、映像教
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材のストリーミング、大容量データ伝送による家電機器との連携、大容量のサイネージ情報の

配信や医療画像伝送による遠隔医療などのサービスが普及・拡大する等、様々なコンテンツの

大容量化が急速に進んできている。 

これらの動きは、すでに急増状態にある携帯電話トラヒックの更なる増大を加速することと

なる。総務省のいくつかの審議会において、将来トラヒックの予測を行っているが、これらに

よれば、移動通信システムのサービスによるトラヒックは、今後、年率1.7倍～２倍程度に増

大するものと予測されている（図１．２．２－１）。総務省が移動通信事業者５社の協力を得

て、継続的に調査している移動通信トラヒックデータ（非音声）の集計・分析結果においても、

実際のトラヒックは年率約2倍で増加しており、これらの予測に合致したペースでトラヒック

が増加していることがわかる（図１．２．２－２）。 

従って、今後、多様な分野において、ワイヤレスブロードバンド環境を実現するには、より

一層需要に的確に対応した周波数確保が求められることとなる。 

 

 

図１．２．２－１ 移動通信トラヒックの将来予測 
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図１．２．２－２ 移動通信トラヒックの現状（総務省集計による平成24年12月期） 
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１．２．３ 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の技術概要 

１．２．３．１ LTE-Advanced技術の概要 

LTE-Advancedは、LTEとの後方互換性を確保しつつ、LTEよりも高速・大容量なシステムを実

現することを目標に開発されたシステムである。LTE-Advancedの主要な機能を以下に示す。 

 

表１．２．３．１－１ LTE-Advancedの主な技術的特徴 

機能 概要 ３ＧＰＰにおける標準化状況 

キャリアアグリゲー

ション（ＣＡ） 

複数のＬＴＥキャリア（不連続 ｏｒ 連

続の周波数帯）を束ねた送受信（最大１

００ＭＨｚ幅）を行い、伝送速度を高速

化  

（リリース１０） 基本仕様完成  

（リリース１１以降） 異なるバンド間の上りＣＡの無

線仕様規定は、検討完了までに、相当の時間がかかる見

込み  

ＭＩＭＯの拡張 

ＭＩＭＯ多重伝送数の拡張  

（下り：最大８、上り：最大４）  

マルチユーザＭＩＭＯの拡張・適用  

（リリース１０） 基本仕様完成  

（リリース１１以降） 上り４アンテナＭＩＭＯの無線

仕様規定が未検討  

ヘテロジーニアスネ

ットワーク 

（ＨｅｔＮｅｔ） 

異なる基地局（例：送信電力等）を同一

エリア内で混在させて展開するネット

ワーク  

ネットワーク内で基地局間連携を行い、

セル端スループット等を改善する技術

も検討  

（リリース１０） 基本仕様完成  

（リリース１１以降） 送信電力３８ｄＢｍの基地局規

定がリリース１１に追加される予定  

セル間協調送受信 

（ＣｏＭＰ） 

複数の基地局で協調して信号を送受信

し、セル端スループット等を改善  

（リリース１１以降） 基本仕様の完成は最速でリリー

ス１１となる見込みだが、無線仕様規定に関わる仕様変

更は不要  

リレー伝送 

再生中継による無線でのバックホール

リンクのサポート可能とし、カバレッ

ジ、エリア展開の柔軟性を確保  

（リリース１０） 基本仕様完成  

（リリース１１以降） 無線仕様規定の完成は最速でリ

リース１１となる見込み。  

 

（１）キャリアアグリゲーション（ＣＡ） 

LTEでは、最小1.4 MHz幅から最大20 MHz幅までの、いずれか１つの周波数帯域での運用が可

能である。一方、LTE-Advancedの要求条件として設定された最大通信速度１Gbit/secを実現す

るためには、20 MHz幅以上の、より広い周波数帯域を利用する必要がある。そこで、LTE-Advanced

では、LTEとの互換性を保ちつつ、最大100 MHz幅までの周波数帯域での運用をサポートするた

め、キャリアアグリゲーションという技術が用いられている。 

この技術は、LTEがサポートしている周波数帯域（最大20 MHz幅）を複数束ねて同時に利用

することを可能とするものである。束ねる周波数帯域については、同一の周波数バンド内で

連続する周波数を利用する場合だけでなく、異なる周波数バンドにまたがって周波数を利

用することも可能である。 

 

 
図１．２．３．１－１ キャリアアグリゲーション（CA）の例 
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（２）MIMO伝送技術の拡張 

LTEでは、基地局から端末への通信（下りリンク）において、複数の基地局送信アンテナか

ら異なるデータ信号を送信しつつ、複数の端末受信アンテナで信号を受信し、信号処理技術に

より送信アンテナ毎のデータ信号に分離を行うMIMO伝送技術が採用されている。MIMO伝送技術

を用いることにより、送信アンテナ数に比例して通信速度を向上させることが可能であり、LTE

の場合には、20 MHz幅の周波数帯域で４アンテナ送信を行なうことにより、最大通信速度300 

Mbit/secを実現する仕様が規定されている。LTE-Advancedでは、より高速な通信速度を実現す

るため、最大８アンテナ送信のMIMO伝送技術への対応が規定されており、キャリアアグリ

ゲーションを用いた100 MHz幅の周波数帯域利用と組み合わせることにより、最大３ 

Gbit/secの通信速度を実現する仕様が規定されている。さらに、LTE-Advancedでは、通信

速度の拡大だけでなく、異なる端末向けの信号を同時送信（多重）するマルチユーザMIMO

伝送技術についても、LTEに比較して改良が図られており、周波数利用効率を改善すること

が可能となっている。 

一方、端末から基地局への通信（上りリンク）については、LTEでは、端末の送信回路

構成の簡易化や低消費電力化のためMIMO伝送技術は適用されていなかった。LTE-Advanced

では、上りリンクの通信速度の改善が要求条件として設定されており、最大４アンテナ送

信のMIMO伝送技術の利用が可能となっている。 

 

 

図１．２．３．１－２ MIMO拡張 

 

（３）ヘテロジニアスネットワーク（ＨｅｔＮｅｔ） 

LTE-Advancedでは、鉄塔やビルの屋上に設置される標準的な携帯電話基地局（マクロセル基

地局）でカバーされているエリアに、送信電力等が小さい小型基地局（スモールセル基地局、

ピコセル基地局などと呼ぶ）を、階層的に展開するネットワーク構成（ヘテロジニアスネット

ワーク）を考慮した検討が行われている。ヘテロジニアスネットワークは、ユーザが集中する

高トラヒックエリアにおいて、スモールセル基地局を設置してトラヒックをオフロードし、

マクロセル基地局の負荷を軽減する方法により、無線容量を増大させる技術として期待さ

れている。 

ヘテロジニアスネットワークでは、マクロセル基地局のエリア内にスモールセル基地局

を展開するため、これらの基地局が使用する電波の干渉を考慮した展開が必要となる。 

特に、マクロセル基地局とスモールセル基地局間で同じ周波数バンドを用いる場合には、

送信電力の大きいマクロセル基地局からの電波による干渉の影響により、端末がスモール

セル基地局に接続可能なエリアが限定的となる。このような条件下では、スモールセル基

地局へのトラヒックのオフロード効果を十分に得ることができない。そこでLTE-Advanced



- 9 - 

では、マクロセル基地局からの電波による干渉の影響を低減するため、各基地局が使用す

る無線リソースを制御する（eICIC: enhanced Inter-Cell Interference Coordination）

技術がサポートされている。eICICは、図１．２．３．１－３に示すように、マクロセル基

地局の一部の無線リソースの送信を止める（あるいは送信電力を低減する）ことにより、

スモールセル基地局に接続した端末に対するセル間干渉を低減し、通信速度を改善する技

術である。本制御を行った場合、マクロセル基地局が利用できる無線リソースは減少する

ものの、スモールセル基地局へのオフロードにより端末あたりの通信速度は増加するケー

スがある。マクロセル及びスモールセル基地局間のトラヒックの状態に応じて、スモール

セル基地局への無線リソースの割当を適応的に行なうことにより、高トラヒックエリアで

の効率のよい運用を行うことができる。 

 

マクロセル基地局

スモールセル
基地局

時間

周波数
無線リソース

マクロセル

強い干渉

スモールセル

端末

マクロセルからの干渉低減

 

図１．２．３．１－３ ヘテロジニアスネットワークにおけるeICIC  

 

一方、複数の周波数バンドが利用可能である場合には、マクロセル基地局とスモールセ

ル基地局で異なる周波数バンドを用いて展開を行う方法が適用可能であり、図１．２．３．

１－４に示すような、マクロセル基地局とスモールセル基地局間でキャリアアグリゲーシ

ョンを行う展開方法が考えられる。この方法では、移動していく端末との通信はマクロセ

ル基地局で維持しつつ、端末がスモールセル基地局のエリアに入った場合には、マクロセ

ル及びスモールセルの両基地局との間でキャリアアグリゲーションを行なうことにより、

スモールセル基地局へのトラヒックオフロードや高速通信を行うことが可能である。 
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マクロセル基地局
（周波数#1を使用）

スモールセル基地局
（周波数#2を使用）

端末

キャリア

アグリゲーション

 
図１．２．３．１－４ ヘテロジニアスネットワークにおけるキャリアアグリゲーション 

 

（４）セル間協調（CoMP）送受信 

セル間協調送受信（CoMP：Coordinated Multi-point transmission/reception）技術は、単

一あるいは複数の端末に対して、複数の基地局（送受信ポイント）が協調して送受信信号の信

号処理を行うことにより、特に隣接基地局間のエリア境界付近での通信速度を改善する技

術である。例えば下りリンクの通信では、協調を行う複数の基地局から送信された信号が、

端末の受信点において強め合って受信されるように、各基地局であらかじめ信号処理を施

した上で送信を行う（図１．２．３．１－５）、あるいは隣接基地局配下の端末へ与える干

渉を低減するように、基地局間で協調して信号が送信される。一方、上りリンクの通信で

は、端末から送信された信号を複数の基地局で受信し、これらの信号が強め合うような形

で信号処理が行なわれる。 

 

基地局

端末

基地局受信点で強め合うような信号を
セル間で協調して送信

光ファイバ  

図１．２．３．１－５ CoMP 

 

（５）リレー伝送技術 

リレー伝送は、図１．２．３．１－６に示すように基地局と端末の間の無線伝送を中継する

技術であり、新たに基地局を設置することなく、エリア拡大を実現できるメリットがある。こ

れまでの携帯電話システムで幅広く利用されている陸上移動中継局や小電力レピータは、当該

無線局において受信された無線信号をそのまま電力増幅して中継伝送する、非再生中継伝送が

主流であった。 

一方、LTE-Advancedで検討されたリレー伝送技術は、レイヤ３リレーと呼ばれる再生中継伝

送である。レイヤ３リレーでは、リレー局で受信した信号を復調・復号してデータの再生を行

った後、再度データ伝送を行なうための処理（秘匿、データ分割・結合処理など）を行い、無
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線信号に変換して中継が行なわれる。このような再生中継伝送においては、信号処理に必要な

遅延時間が増加するものの、データを再生することにより干渉や雑音によるデータ誤りの影響

を軽減／除去することで信号伝送の品質を改善することが可能であるとともに、中継の際に無

線信号に再度変換する一連の処理は基地局と同じ機能であるため、リレー伝送固有の標準仕様

策定や実装上の影響が少ないことが特長として挙げられる。 

 

基地局

リレー局

端末

無線バックホー
ル回線 無線アクセス

回線

受信した信号を復調・復号後、
再度無線で伝送を行なうため

基地局と同じ機能の処理を実施
 

図１．２．３．１－６ リレー伝送技術 

 

１．２．３．２ WirelessMAN-Advanced技術の概要 

WirelessMAN-Advancedは、IMT-Advancedの一つの技術方式として、ITUにて選定されたシス

テムである。WirelessMAN-Advancedの主な技術仕様を表１．２，３，２－１に、最大通信速度

（理論値）を表１．２．３．２－２に、既存技術からの主な仕様変更点を表１．２．３．２－

３に示す。 

WirelessMAN-Advancedの技術仕様の特徴は、既存WiMAXに比べ無線インターフェース部分を

改善し、下記の内容を実現している。 

・周波数利用効率の向上 

・ネットワーク容量の増加 

・低遅延化 

・高速移動対応 

・後方互換性 

 

表１．２．３．２－１ WirelessMAN-Advancedの主な技術仕様（既存WiMAXとの比較） 
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Rel. 1.0方式 Rel. 2.0方式

IEEE802.16 IEEE Std 802.16-2012 IEEE Std 802.16m-2011 IEEE Std 802.16.1-2012

WiMAX Forum System Profile Rel.1.0 System Profile Rel.2.0

OFDMA

TDD TDD/FDD/H-FDD TDD/FDD/H-FDD

2,500～2,690MHz、ほか WiMAX Forum定義による ITU定義による

3.5/5/7/8/8.75/10MHz 5/7/8.75/10/20MHz※2 20MHz ×N　（N≦5）

下り QPSK/16QAM/64QAM QPSK/16QAM/64QAM QPSK/16QAM/64QAM

上り QPSK/16QAM QPSK/16QAM/64QAM QPSK/16QAM/64QAM

下り 2×2 4×4※3 4×4

上り 1×2 4×4 2×4

下り 40.4Mbps※1 165Mbps※4 別表の通り

上り 15.4Mbps※1 27.5Mbps※4 別表の通り

WirelessMAN-Advanced

MIMO構成

ピーク速度

周波数

帯域幅

変調方式

Mobile WiMAX

変調方式 OFDMA

複信方式

国際標準

 

※1： 上下比率29:18、下り2×2MIMO適用時の値 

※2： 端末カテゴリでは 2×20MHzまでサポート 

※3： IEEE標準では下り最大8ストリーム 

※4： 上下比率 5:3、下り4×4MIMO適用時の値(帯域幅20MHz) 

 

表１．２．３．２－２ WirelessMAN-Advancedの最大通信速度（理論値） 

単位：Mbps 

 

※1： 下り4×4MIMO適用時 

※2： 下り4×4MIMO適用時（TDDに比べ 2倍の帯域幅が必要） 

 

表１．２．３．２－３ WirelessMAN-Advancedの主な技術仕様変更点 
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http://www.ieee802.org/16/liaison/docs/L80216-10_0002.pdf 

 

また、WirelessMAN-Advancedの利用においては、以下を基本コンセプトとしている。 

（１） 利用イメージ 

3.9G携帯電話システムや、BWAシステムなどの主にマクロBSでエリア構築され、広域なサー

ビスエリアを確保している既存ネットワーク上に、4Gシステムをオーバレイしてネットワーク

を構築し、一体的に通信サービスを提供することを想定している。 

4Gシステムとしては、主にマイクロセルが採用され、屋内、スポット及び狭域エリア等にお

いて固定光ファイバー回線をしのぐ超高速データ通信がモバイル環境にて提供される。 

また、既存ネットワーク～4Gシステム間のシームレスなサービス提供を可能とするヘテロジ

ニアスネットワーク技術や、異バンド間でのキャリアアグリゲーション技術などにより更なる

通信速度の増速を提供することが可能となることを想定している。 

以下にヘテロジニアスネットワークの一例について示す。 

 

① Single RAT(Radio Access Technology)  

Single RAT(Radio Access Technology)による概念図を図１．２．３．２－１に示す。同一

無線方式の複数基地局(マクロ／ピコ／フェムト／レピータ等)が連携し、送信出力制御による

干渉回避や効率的なスケジューリングが可能となるネットワーク。 

 

 

図１．２．３．２－１ ヘテロジニアスネットワークの概念 

 

※参考 

IEEE802.16 PPC(Project Planning Committee) 

http://ieee802.org/16/ppc/docs/80216ppc-11_0009.doc 

 

② Multi RAT(Radio Access Technology)  

Multi RAT(Radio Access Technology)による概念図を図１．２．３．２－２に示す。異なる

バンド間、方式間の連携でハンドオーバ／相互運用、データオフロードをサポートし、当該方

式間アグリゲーションによる通信回線の増速が可能となるネットワーク。 
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図１．２．３．２－２ Multi-RATネットワーク概念図 

 

 

（２） 期待される機能 

単一キャリア（例：20MHz）を複数束ねるキャリアアグリゲーションや、異通信方式（例：

既存ネットワーク、4Gシステム）間における相互連携、キャリアアグリゲーションといった技

術の利用が期待されている。 

表１．２．３．２－４にキャリアアグリゲーション技術の一例を示す。 

 

表１．２．３．２－４ キャリアアグリゲーション技術（一例） 
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１．２．４ 国際標準化動向  

１．２．４．１ ITU-Rにおける国際標準化動向 

IMT システムの国際標準化は、ITU-R を中心として、3GPP（3rd Generation Partnership 

Project）、IEEE等の国際標準化団体並びに各国・各地域の標準化機関等との密接な連携に基づ

いて行われている。 

ITU-R では、移動通信の将来的なデータ通信需要の高まりを想定し、より広い周波数帯域幅

を用いて下り最大１Gbit/secを実現する第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）の標準化

作業を 2000 年から進めてきた。これらの検討は、2007 年 10 月～11 月に開催された世界無線

通信会議 WRC-07において、IMT用の新たな周波数帯域が特定されたことを受けてより具体化す

ることとなった。 

2008 年、ITU-R は、IMT-Advanced 無線インタフェース技術を 3GPP 等の外部標準化団体等へ

提案募集することとし、IMT-Advancedの最小要求条件や、評価方法を決定するとともに、候補

技術の提案を呼びかけた。3GPP 等の外部標準化団体では、これに応える形で検討が行われ、

IMT-Advancedの要求条件を満たしつつ、3.9世代移動通信システムとの後方互換性（バックワ

ードコンパチビリティ）も重視したシステムが検討され、５つの国・機関から合計６つの無線

方式が ITUへ提案された。 

ITU-Rでの評価作業において、これらの無線方式はいずれも IMT-Advancedの最小要求条件を

満たしているとの合意に達し、さらに、ITU-R 勧告における重複規定を避けるため、技術的な

観点から、採用技術を 3GPP技術(LTE-Advanced)と IEEE技術(WirelessMAN-Advanced)の２つの

技術に収斂することとなった。 

IMT-Advanced 規格は、最終的に、2012 年１月に開催された ITU-R 無線通信総会において、

勧告 M.2012“Detailed specifications of the terrestrial radio interfaces of International 

Mobile Telecommunications Advanced (IMT-Advanced)”として承認された。 

 

 

図１．２．４．１－１ ITU-Rでの標準化状況 

（携帯電話等高度化委員会資料11-2より抜粋） 
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１．２．４．２ 3GPPにおける国際標準化動向 

（１）LTE-Advanced基本仕様(リリース10､11)の策定 

3GPPにおいては、2008年から LTE-Advancedの検討が開始されている。検討においては、性

能向上だけでなく、LTEから LTE-Advancedへのスムーズなシステム移行が実現できるよう、LTE

と LTE-Advanced との互換性が重要な要求条件とされている。図１．２．４．２－１に示すよ

うに、既存の LTE端末は、新しい LTE-Advancedネットワークに接続できるとともに、新し

い LTE-Advanced 端末も、既存のLTEネットワークに接続できることとなっている。 

 

LTE基地局

LTE端末 LTE‐Advanced 端末

LTE‐Advanced基地局

LTE 端末 LTE‐Advanced 端末

LTE基地局にて、LTE端末とLTE‐
Advanced端末の共存可能

LTE‐Advanced基地局にて、LTE 端末と
LTE‐Advanced端末の共存可能  

図１．２．４．２－１ LTE-Advancedと LTEの互換性 

 

表１．２．４．２－１に、性能面での主な要求条件を示す。最大通信速度として、１ 

Gbit/sec（端末受信）、500 Mbit/sec（端末送信）を実現することや、周波数利用効率や無

線容量の向上が求められている。さらに、隣接する基地局との境界エリア（セル端）では、

隣接する基地局からの電波の干渉により、一般的に通信速度が低下するが、そのようなセ

ル端のエリアでも端末の通信速度を改善することが要求条件として求められた。 

 

表１．２．４．２－１ LTE-Advancedの要求条件 

LTE-Advanced  （参考）LTE  

最大通信速度  

（bit/sec）  

端末受信（下りリンク）  1 G 300 M 

端末送信（上りリンク）  500 M 75 M 

最大周波数利用効率  

（bit/sec/Hz）  

下りリンク  30 15 

上りリンク  15 3.75 

無線容量  

（bit/sec/Hz/cell）  

下りリンク  

2 x 2  2.4 1.69 

4 x 2  2.6 1.87 

4 x 4  3.7 2.67 

上りリンク  
1 x 2  1.2 0.74 

2 x 4  2.0 - 

セル端ユーザスループット  

（bit/sec/Hz/cell/user）  
下りリンク  

2 x 2  0.07 0.05 

4 x 2  0.09 0.06 
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4 x 4  0.12 0.08 

上りリンク  
1 x 2  0.04 0.02 

2 x 4  0.07 - 

 

要求条件が合意された後、携帯電話事業者や関連メーカ等からの提案に基づいて、

LTE-Advanced への機能拡張や、新しい機能の追加に関する実現性検討が行われた。2009

年 10月には、これらの検討を通して取りまとめられた性能評価結果により、全ての要求条

件を満たすことが確認された。2009 年 12 月からは、詳細な標準仕様の検討が開始され、

2011年６月に LTE-Advancedの第１版の仕様にあたる 3GPP リリース10仕様が完成した。

3GPPでは、継続して LTE-Advancedの高機能化・高度化にむけたリリース 11の策定作業が

続けられており、CAの高度化、eICIC技術の高度化、CoMP技術の仕様完成などが盛り込ま

れる予定である。3GPP リリース11仕様は、2013年３月頃の完成予定を目途としている。 

 

 

図１．２．４．２－２ LTE-Advanced仕様策定スケジュール  

 

（２）LTE-Advanced高度化仕様規定（リリース12及びそれ以降）の流れ 

3GPP ではリリース 12 及びそれ以降の仕様検討にあたり、標準化作業を効率的かつ円滑に進

めるために、関係各社・団体の関心の高い要求条件や技術内容を明確化して、適切に標準化作

業プランを策定することを目的とし、2012年６月に無線アクセスネットワークの将来に関する

ワークショップを開催した。本ワークショップにおいて、関係各社から提示された要求条件は、

更なる大容量化、低電力消費、NWコスト低減、多種多様なアプリケーションとトラヒック

タイプに対する効率的サポート、ユーザ体感スループットの改善、基地局伝送路の改善、

などに集約される。 

3GPP では、これらの要求条件を実現するため、リリース 12 及びそれ以降の仕様検討に

おいて、様々な候補技術について検討を進めている。特に、注目を集めているのは、Small 

Cell Enhancement(SCE)という、小セルを用いた無線ネットワークに対する拡張技術である。

これは、マクロセルと異なる周波数、特に高い周波数帯を小セルに用いて高い周波数帯を

有効活用しつつ、マクロセルが小セルを適切に制御するセル構成が着目されている。これ

らは、LTE-Aの発展系ということで、LTE-Bとして表現されることも多い。 

図１．２．４．２－３に 3GPPにおける技術進化のScopeを示す。Rel12 については、2013

年より作業が開始されており、仕様作成完了は2014年６月を予定している 

 



- 18 - 

 

 

図１．２．４．２－３ 3GPPにおける技術進化のScope 

 

１．２．４．３ IEEE、WiMAXフォーラムにおける国際標準化動向 

WirelessMAN-Advancedの標準化は、IEEEとWiMAXフォーラムの２つの組織が連携する形で検

討が行なわれた。IEEE802.16WG（Working Group）は、無線MAN（Metropolitan Area Netework）

に関する物理層とMAC層の標準規定を作成しており、WiMAXフォーラムは、802.16標準規格に基

づく製品の相互運用性を承認するとともに、レイヤ3のネットワーク・アーキテクチャの仕様

作成を行っている。 

WirelessMAN-Advancedの標準化に際してIEEE802.16WGでは、IEEE Std 802.16-2009（既存標

準化文書）に対する追加仕様としてIEEE Std 802.16m-2011標準化文書（差分のみ規定）を策

定した。その後、IEEEでは、IEEE Std 802.16m-2011を独立した技術仕様とすべく、IEEE Std 

802.16.1標準文書として改めて策定を行った。一方、WiMAXフォーラムでは、IEEE Std 802.16m

標準化文書をもとに、必要機能を抽出したシステムプロファイルRelease2を策定した。 

WirelessMAN-Advancedに関するIEEEとWiMAXフォーラムにおける技術標準の関連を図１．２．

４．３－１に、性能面での主な要求条件及びITUにおける評価結果を表１．２．４．３－１に

それぞれ示す。 

 

図１．２．４．３－１ IEEE、WiMAXフォーラムにおける技術標準の関連 
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表１．２．４．３－１ IMT-Advancedの要求条件とWirelessMAN-Advancedの評価結果 

 

http://www.itu.int/md/R07-IMT.ADV-C-0004/en 
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１．２．５ 携帯電話用周波数の動向 

１．２．５．１ 既存周波数帯域（～３GHz） 

既存の携帯電話システムは、主に、３GHz以下の周波数帯域を利用している。これらの周波

数帯域は、他の業務でも多く利用されていることから、固まった広い帯域を確保することがで

きず、概ね数十MHz幅単位で細切れに割り当てられている国が多い。 

 

↑ ↓↑ ↓↑ ↓↑ ↓↓↑

3G以降のシステム（WCDMA/HSPA/LTE､CDMA2000/EVDO）

2Gシステム（GSM、CDMA）※一部の国では3G以降のシステムにも移行済み

↑ ↓
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図１．２．５．１－１ 日米欧の主な携帯電話帯域 

 

一方、携帯電話システムの技術進展とともに、より高速・大容量なシステムを提供すること

が求められていることから、既存の携帯電話帯域において、いかにして要求に応えるかが課題

とされてきた。 

3GPPにおいては、この課題を解決するための方策として、複数の帯域を束ねることにより高

速伝送を実現するCA等の技術が検討されている。表１．２．５．１－１に、検討されている主

な周波数帯の組み合わせを示す。 

 

表１．２．５．１－１ 3GPPで検討されている主なCAの組合せ 

周波数の組み合わせ 提案事業者 

Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ５ （８５０Ｍ）  モデルケースとして検討  

Ｂａｎｄ３ （１．８Ｇ）  Ｂａｎｄ７ （２．６Ｇ）  
Ｏｒａｎｇｅ、Ｔｅｌｅｃｏｍ Ｉｔａｌｉａ、Ｔ

ｅｌｅｆｏｎｉｃａ、Ｔｅｌｉａ Ｓｏｎｅｒａ  

Ｂａｎｄ４ （１．７Ｇ／２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ１７ （７００Ｍ）  ＡＴ＆Ｔ  

Ｂａｎｄ４ （１．７Ｇ／２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ１３ （７００Ｍ）  Ｖｅｒｉｚｏｎ  

Ｂａｎｄ４ （１．７Ｇ／２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ１２ （７００Ｍ）  
Ｃｏｘ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ、Ｃｅｌｌ

ｕｌａｒ Ｓｏｕｔｈ、ＵＳ Ｃｅｌｌｕｌａｒ  

Ｂａｎｄ５ （８５０Ｍ）  Ｂａｎｄ１２ （７００Ｍ）  
Ｃｏｘ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ、Ｃｅｌｌ

ｕｌａｒ Ｓｏｕｔｈ、ＵＳ Ｃｅｌｌｕｌａｒ  

Ｂａｎｄ２０ （８００Ｍ）  Ｂａｎｄ７ （２．６Ｇ）  
Ｏｒａｎｇｅ、Ｔｅｌｉａ Ｓｏｎｅｒａ、Ｔｅｌ

ｅｆｏｎｉｃａ  

Ｂａｎｄ２ （１．９Ｇ）  Ｂａｎｄ１７ （７００Ｍ）  ＡＴ＆Ｔ  

Ｂａｎｄ４ （１．７Ｇ／２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ５ （８５０Ｍ）  ＡＴ＆Ｔ  

Ｂａｎｄ５ （８５０Ｍ）  Ｂａｎｄ１７ （７００Ｍ）  ＡＴ＆Ｔ  
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Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ７ （２．６Ｇ）  Ｃｈｉｎａ ｔｅｌｅｃｏｍ  

Ｂａｎｄ３ （１．８Ｇ）  Ｂａｎｄ５ （８５０Ｍ）  ＳＫＴ、ＬＧＵ＋  

Ｂａｎｄ４ （１．７Ｇ／２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ７ （２．６Ｇ）  Ｒｏｇｅｒｓ、Ｂｅｌｌ Ｃａｎａｄａ  

Ｂａｎｄ２０ （８００Ｍ）  Ｂａｎｄ３ （１．８Ｇ）  

Ｖｏｄａｆｏｎｅ、Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｔｅｌｅｋ

ｏｍ、Ｏｒａｎｇｅ、Ｔｅｌｅｃｏｍ Ｉｔａｌｉ

ａ、Ｔｅｌｉａ Ｓｏｎｅｒａ  

Ｂａｎｄ２０ （８００Ｍ）  Ｂａｎｄ８ （９００Ｍ）  
Ｖｏｄａｆｏｎｅ、Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｔｅｌｅｋ

ｏｍ、Ｏｒａｎｇｅ  

Ｂａｎｄ１１ （１．５Ｇ）  Ｂａｎｄ１８ （８５０Ｍ）  ＫＤＤＩ  

Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ１８ （８５０Ｍ）  ＫＤＤＩ  

Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ１９ （８５０Ｍ）  ＮＴＴ ＤＯＣＯＭＯ  

Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ２１ （１．５Ｇ）  ＮＴＴ ＤＯＣＯＭＯ  

Ｂａｎｄ１ （２．１Ｇ）  Ｂａｎｄ８ （９００Ｍ） ＳＯＦＴＢＡＮＫ ＭＯＢＩＬＥ 

Ｂａｎｄ３ （１．８Ｇ）  Ｂａｎｄ８ （９００Ｍ）  ＫＴ  

 

 

１．２．５．２ 追加周波数帯域（３GHz以上） 

（１）ITU WRC-07での周波数特定 

３GHz以上の周波数帯域であれば、広帯域な割当ての実現性が比較的高いことから、ITUでは

2007年に開催された世界無線通信会議（WRC-07）において、第４世代システムを導入すること

を目指し、3.4～3.6GHz帯を新たにIMT用に特定した。 

 

図１．２．５．２－１ WRC-07におけるIMT周波数の拡張 

（第55回情報通信審議会技術分科会資料より抜粋） 

 

（２）各国での検討状況 

この帯域は、世界的には固定衛星システムやFWAシステムで運用されているが、WRC-07の結

果により、将来的な第４世代システムによる超高速サービスの提供が期待されるようになって

きている。以下に当該帯域のおける各国の検討状況を示す。 

 

＜欧州地域＞ 

欧州では、もともと3.4～3.8GHz帯がBWAやFWA用途としての利用での検討が先行し、一部の国

では事業者への周波数の割り当ても実施されている。その後、WRC-07の結果を受け、ECCにお

いて周波数関連事項を扱うECC Project Team1（PT1）が、携帯電話での利用も考慮して、これ
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らの帯域の適切なバンドプランについて検討をしている。ECC PT1での議論を踏まえ、2011年

12月に発行されたECC Decision(11)06では、3.4-3.6GHz帯についてはTDD及びFDDのバンドプラ

ン、3.6-3.8GHz帯についてはTDD（Downlinkのみの利用も含む）のバンドプランが規定されて

いる。なお3.4-3.6GHz帯については、一つのバンドプランへの絞込みをすることを目指して、

ECC PT1において議論が継続している状況である。 

 

 

 

図１．２．５．２－２ 欧州における3.4～3.6GHz帯の割当て状況 

（携帯電話等高度化委員会第4世代作業班資料3-4より抜粋） 

 

＜米州地域＞ 

南北米州地域においては、衛星やFWA等が運用されているケースが多い。WRC-07の結果を受

け、米州の地域標準化組織であるCITELが、当該帯域の将来的な利用意向についての調査を行

っている（※２）。それによると、ブラジル、コスタリカ、ベネズエラが将来的にIMTシステム

を導入することを計画しているとの回答を寄せている。 

米国では、3650-3700MHz帯について登録制により、モバイルブロードバンド向けの地上移動

業務への利用が可能となっている。また、3550-3650MHz帯について、既存システムとの共存を

考慮して小セルでの基地局展開や地理的、時間的な周波数共用についての検討が進められてい

る（※３）。 

（※２）CITEL Report "REPORT ON IMPLEMENTATION PLANS IN THE AMERICAS FOR THE BANDS IDENTIFIED FOR IMT IN THE 

ITU RADIO REGULATIONS" 

（※３）http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2012/db1219/FCC-12-148A1.pdf 

図１．２．５．２－３に米州諸国における割当の状況を示す（※４）。図(a)の米国について

は、地上移動業務用途としては、3.55GHzから3GPPのバンド43に跨るバンド構想が存在する。 
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（ａ）米国における3.5～4.2GHz帯の割当て状況 

 

 

（ｂ）南米（メキシコ、ペルー）における3.4～3.6GHz帯の割当て例 

 

図１．２．５．２－３ 米州地域における3.5GHz帯付近の割当て状況 

（携帯電話等高度化委員会第4世代作業班資料3-4より抜粋） 

（※４）3GPP TR37.801 V10.0.0（2011-10） 

 

 

＜アジア太平洋地域＞ 

アジア太平洋地域では、APT配下の無線システム関連のフォーラムであるAWGにおいて、地域

内の国に対して3.4～3.6GHz帯の使用状況と今後のバンド利用計画についてのアンケートを行

っており、当該諸国からの回答をまとめている作業文書がある（※１）。それによると、日本

を始めとして、豪州、中国、韓国、シンガポールなどいくつかの国が、将来的にIMTシステム

を導入する計画を有しているとの回答を寄せている。 

（※１）Document AWG-13/TMP-27 “Working document towards APT Report on Frequency Usage of the Band 3400-3600 MHz” 

各国における具体的な検討状況としては、中国における衛星業務（FSS）との共存のための

フィールド実験が挙げられる。中国では、3.4-3.6GHz帯におけるIMTシステムと衛星業務との

共存条件を検討するためのフィールド試験を実施継続中であり、2012年時点で、IMT基地局の

出力が低い場合においては、共存可能性があるとの暫定的見通しを導いている（図１．２．５．

２－４）。 
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図１．２．５．２－４ 中国における衛星システムとの干渉検討 

（携帯電話等高度化委員会第4世代作業班資料4-7より抜粋） 

 

（３）ITU WRC-15に向けた動き 

2015年に開催される予定のWRC15では、更なるIMT等への周波数追加が検討されることとなっ

ており、多くの国においてモバイルブロードバンドプランの検討が行われている（表１．２．

５．２－１）。 

 

表１．２．５．２－１ 2020年に向けた世界のモバイルブロードバンドプラン 

 

ブロードバンドプラン 

における割り当て幅 

（2020年までの計画） 

検討されている追加割り当て候補帯域 備考 

日本 1100MHz程度 3600-4200、4400-4900MHz  *１ 

米国 500MHz程度 225-3700MHz、等  *２ 

英国 500MHz程度 2700-3400、4400-5000MHz、等  *３ 

豪州 300MHz程度 1.5GHz帯、2700-2900、3600-4200MHz、等  *４ 

韓国 600MHz程度 5GHz以下で200MHz幅  *５ 

＊１ 総務省 「ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループ」 とりまとめ, http://www.soumu.go.jp/main_content/000094917.pdf 

＊２ Connecting America :The National Broadband Plan, http://download.broadband.gov/plan/national-broadband-plan.pdf 

＊３ Britain‘s Superfast Broadband Future, December 2010,  http://www.culture.gov.uk/images/publications/10-1320-britains-superfast-broadband-future.pdf 

＊４ Towards 2020— Future spectrum requirements for mobile broadband, Australian Communications and Media Authority,  

http://www.acma.gov.au/WEB/STANDARD/pc=PC_312514  

＊５ INFORMATION OF NATIONAL MOBILE BROADBAND PLAN by Republic of Korea, AWG-12/INP-74 
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第２章 3.4GHzを超え4.2GHz以下の周波数帯における第４世代移動通

信システム(IMT-Advanced)相互間及び第４世代移動通信システム

(IMT-Advanced)と他システムとの干渉検討 

２．１ 検討対象システムと干渉検討の方法 

２．１．１ 他業務における 3.4-4.2GHz帯の利用状況について 

3.4-4.2GHz帯においては、放送事業用システム、及び衛星業務システムが運用されている。 

このうち3.4-3.456GHz帯は、放送事業用の伝送回線として利用されており、その概要を図２．

１．１－１に示す。これらの無線局は、総務省周波数再編アクションプランにより、(i)3.5GHz

帯音声STL/TTL/TSL及び放送監視制御回線については、Mバンド（6570-6870MHz）又はNバンド

（7425-7750MHz）に、(ii)3.4GHz帯音声FPUについては、Bバンド（5850-5925MHz）又はDバン

ド（6870-7125MHz）に、最長で平成34年11月30日までに周波数移行するとされている。平成21

年現在の免許人数は112、無線局数は497となっている。 

放送事業用無線局の干渉検討に用いたパラメータは、参考資料１－１、２、３参照。 

 

図２．１．１－１ 放送事業用システムの概要 

（携帯電話等高度化委員会資料11-2より抜粋） 

 

3.4-4.2GHz帯においては、電気通信事業者により、衛星業務用システムが運用されている。

地球局向けに、国内通信（離島向け通信、衛星移動通信）、国際通信（直接通信、中継サービ

ス）、船上地球局、回線監視、衛星管制を提供するために使用されているほか、電気通信事業

者が提供する静止衛星を用いた衛星移動通信サービスのうち、人工衛星局と地上に接続する各

移動地球局からの通信を地上の公衆回線網などに送る業務用通信等（フィーダーリンク）にも

利用されている。平成 25年２月現在で、免許人数は７、無線局数は 33となっている。 

また、国内には、国外免許による固定衛星からの信号や、海外の衛星放送配信を受信する

受信設備も存在している。調査結果によると、これらの総数は約３万程度と想定される（別紙



 
 

- 26 -

＊参照）。 

衛星業務用システムの干渉検討に用いたパラメータは、参考資料１－４、５参照。 

 

 

図２．１．１－２ 衛星業務用システムの概要 

（携帯電話等高度化委員会資料11-2より抜粋） 

 

また、隣接帯域となる4.2-4.4GHz帯においては、航空機電波高度計システムが運用されてい

る。これは、運用航空機から地表に向け電波を発射し、反射波が戻ってくるまでの時間を測定

することで高度を知る計器である。飛行中は高度と気圧の関係を用いた気圧高度計で高度を計

測するが、低高度（2500ft 以下）では気圧高度計が正常に動作しないため、着陸時は電波高

度計で飛行高度を測定するものである。 

平成21年現在の免許人数は141、無線局数は1187となっている。 

干渉検討に用いたパラメータは、参考資料１－６参照。 
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図２．１．１－３ 航空機電波高度計の概要 

 

２．１．２ 検討対象となる干渉形態 

２．１．１章で示した他業務による当該帯域の利用状況に基づき、対象となる干渉システム

を図２．１．２－１に示す。 

 

 

 

 

周波数帯域 干渉検討対象システム 

3400-3600MHz 

 放送事業用システム（音声FPU、音声STL/TTL/TSL及び放

送監視制御回線） 

 衛星業務システム 

3600-3800MHz  衛星業務システム 

3800-4200MHz 
 衛星業務システム 

 航空機電波高度計システム 

図２．１．２－１ 検討対象となる干渉システム 

 

また、第４世代移動通信システムの周波数配置として、FDD、及びTDDを想定した場合に検討

対象となる干渉形態を、図２．１．２－２及び３中の矢印で示す。 
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図２．１．２－２ 第４世代移動通信システムの周波数配置がFDDである場合の検討対

象となる干渉形態（本図面は４事業者の例） 

 

 

  

図２．１．２－３ 第４世代移動通信システムの周波数配置がTDDである場合の検討対

象となる干渉形態（本図面は４事業者の例） 

 

２．１．３ 干渉検討の方法 

第４世代移動通信システムにおいて、従前の携帯電話システムと同様に、「基地局」、「陸上

移動局」、「携帯無線通信の中継を行う無線局のうち陸上移動中継局（以下、陸上移動中継局）」、

及び「携帯無線通信の中継を行う無線局のうち陸上移動局（以下、小電力レピータ）」の４種

類を考慮する。また、第４世代移動通信システムの FDD、TDD等の周波数配置のパターンが未

定であるため、既存の無線システムとの干渉検討については、FDD、TDDに応じた場合分けは行

なわないで、基地局送信、陸上移動局送信等の場合として検討を行う。 

具体的な干渉検討においては、被干渉局の許容干渉レベルに対する所要改善量を求めた上で、

システム間の所要離隔距離や、最小ガードバンド幅及びその共存条件を考察する。なお、被干

渉局の干渉評価の尺度として、許容干渉レベルの他に相応しい尺度がある場合は、当該尺度と

の関係について求める。 

図２．１．２－１、２、３中の矢印でされた検討対象となる干渉形態に基づいて組み合わせ

のまとめを表２．２－１に示す。 

 

表２．２－１ 検討対象となる干渉形態の組み合わせ（まとめ） 

 与干渉 

 

 

被干渉 

携帯電話↑ 

（陸上移動局、

中継を行う無線

局（基地局対向

器）） 

携帯電話↓ 

（基地局、中継

を行う無線局

（陸上移動局

対向器）） 

放送監

視制御 

（Sバ

ンド） 

音声

FPU 

音声 

STL/ 

TTL/ 

TSL 

衛星業

務シス

テム 

(↓) 

航空機電

波高度計

システム 

携帯電話↑ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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（基地局、中継

を行う無線局

（陸上移動局対

向器）） 

携帯電話↓ 

（陸上移動局、

中継を行う無線

局（基地局対向

器）） 

○ － ○ ○ ○ ○ ○ 

放送監視制

御 

（Sバンド） 

○ ○ － － － － － 

音声FPU ○ ○ － － － － － 

音声STL 

/TTL /TSL ○ ○ － － － － － 

衛星業務 

システム 

(↓) 

○ ○ － － － － － 

航空機電波

高度計シス

テム 

○ ○ － － － － － 
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２．２ 第４世代移動通信システムの干渉検討パラメータ 

第４世代移動通信（IMT-Advanced）システムとして、勧告 ITU-R M.2012 で勧告された、

LTE-Advanced、及び WirelessMAN-Advanced を対象とする。しかしながら、両方式とも干渉検

討に使用するパラメータは同様な値であり、それぞれに対する干渉検討を行なうことは非効率

である。このような場合、過去の情報通信審議会では、作業の迅速化を図る目的から、類似の

特性を持つ方式の中から一方式を選択して干渉検討を行っており、直近の検討では LTEに基づ

いた検討が行なわれている。そこで今回の干渉検討に用いるパラメータは、LTE を拡張・発展

させた方式である LTE-Advanced に基づいた値を採用することとし、WirelessMAN-Advanced の

干渉検討は、LTE-Advanced（以下、LTE-Aと表記）の干渉検討に包含できるものとした。 

 

２．２．１ 基地局のパラメータ 

（１）送受信特性 

表２．２．１－１及び２に干渉調査に用いた基地局（以下、通常基地局と表記）の送受信特

性を示す。なお、一部の干渉調査においては、空中線電力の大きさ等が小さい基地局の例（以

下、小セル基地局と表記）について追加検討を行っているが、それらのパラメータの値も併せ

て示す。 

 

表２．２．１－１ 送信側に係る情報 

 通常基地局 小セル基地局 

送信周波数帯 
3.5GHz、あるいは 

検討対象システムの最小周波数を使用 

空中線電力  36 dBm/MHz 注１ 20 dBm/MHz 注３ 

空中線利得  17 dBi 注１ ５ dBi 注３ 

給電線損失 ５ dB 注１ ０ dBi 注３ 

アンテナ指向 

特性（水平） 
図２．２．１－１ オムニ注３ 

アンテナ指向 

特性（垂直） 
図２．２．１－２ オムニ注３ 

送信空中線高 40 m 注１ 10 m 注３ 

チャ ネル帯域幅

(BWChannel) 
20、40、60、80、100 MHz 

隣接チャネル 

漏えい電力 注２  

下記または-13dBm/MHzの高い値 

-44.2dBc（20MHz離調）、-44.2dBc（40MHz

離調) 

参照帯域幅は 18MHz 

スプリアス強度 注

２ 

(30MHz-1GHz) 

 

-13 dBm/100kHz 

-13 dBm/MHz（周波数帯の端から 10MHz以上の範囲に適用） 
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(1GHz-18GHz) 

スペクトラムマス

ク特性 
規定なし 

送信フィルタ特性 表２．２．１－３ 

図２．２．１－３ 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 18年 12月 21日） 

注２：3GPP仕様から引用 

注３：3GPPでの評価パラメータから引用（3GPP TR36.814） 

 

表２．２．１－２ 受信側に係る情報 

 通常基地局 小セル基地局 

受信周波数 
3.5GHz、あるいは 

検討対象システムの最小周波数を使用 

許容干渉電力  
-119 dBm/MHz 注１ 

（I/N = -10 dB） 

-114 dBm/MHz 注３ 

（I/N = -10 dB） 

許容感度抑圧電力 
注２  

-43 dBm 

受信空中線利得 17 dBi 注１ 5 dBi 注３ 

給電損失 ５ dB 注１ ０ dB 注３ 

空中線高 40 m 注１  10 m 注３ 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 18年 12月 21日） 

注２：3GPP仕様から引用 

注３：3GPPでの評価パラメータから引用（3GPP TR36.814） 
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図２．２．１－１ 基地局の送受信アンテナパターン(水平面) 

（携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成18年12月21日）図３．２－１を引用） 

 

 

図２．２．１－２ 基地局の送受信アンテナパターン(垂直面) 

（携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成18年12月21日）の図３．２－２に基づきシ

ミュレーションを用いて仰角10度以上に拡張） 

 

表２．２．１－３ 基地局の送受信フィルタ特性 
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通過帯域端からの 

離調周波数(MHz) 

通過帯域端からの減衰量特性(dB) 

チャネル帯域幅 

20、40、60 MHz 

チャネル帯域幅 

 80 MHz  

チャネル帯域幅 

100 MHz 

0 1.8 3.3 3.7 

1 2.1 3.7 4.0 

2 2.6 4.7 4.5 

3 4.0 7.6 6.2 

4 7.3 13.1 10.5 

5 12.2 19.4 16.8 

6 17.7 25.6 23.3 

7 23.0 31.4 29.6 

8 28.2 37.0 35.5 

9 33.2 42.3 41.3 

10 38.1 47.5 46.9 

11 43.0 52.5 52.4 

12 48.0 57.6 58.1 

13 53.1 62.7 63.8 

14 58.6 67.9 69.9 

15 65.0 73.4 76.5 

16 73.3 79.4 84.1 

17 84.8 86.3 93.7 

18 79.3 95.1 107.7 

19 76.3 107.6 106.0 

20 75.4 103.8 106.1 

25 79.2 118.2 104.2 

30 87.2 104.4 105.7 

35 98.6 102.9 120.0 

40 116.0 104.3 107.1 

45 104.4 106.6 103.4 

50 103.2 109.3 102.3 

55 103.8 112.2 102.4 

60 105.1 115.1 103.0 

65 106.7 118.0 103.9 

70 108.5 120.0 105.1 

75 110.3 120.0 106.3 

80 112.2 120.0 107.6 

85 114.0 120.0 108.9 

90 115.9 120.0 110.3 

95 117.7 120.0 111.7 



 
 

- 34 -

100 119.5 120.0 113.1 

 

 

図２．２．１－３ 基地局の送受信フィルタ特性 

 

干渉検討においては、基地局は１アンテナ送信として検討する。基地局において複数ア

ンテナ送信を行う場合でも、１アンテナ送信の場合と総送信電力は等しいと想定されるこ

とや、共用検討に用いる隣接チャネル漏洩電力は、送信電力に対して相対的な値であるた

め、１アンテナ送信の検討結果と等しくなるためである。 

一方、チャネル端から10 MHzを越えるスプリアス強度については、最悪ケースとしてア

ンテナ数倍干渉電力が増大する可能性があるが、周波数離調が大きくフィルタによる改善

が見込まれる。 

 

２．２．２ 陸上移動局のパラメータ 

（１）送受信特性 

表２．２．２－１、及び２に干渉調査に用いた陸上移動局の送受信特性を示す。 

 

表２．２．２－１ 送信側に係る情報 

送信周波数帯 
3.5GHz、あるいは 

検討対象システムの最小周波数を使用 

空中線電力 注２ 23 dBm 

空中線利得 注１ ０ dBi 

給電線損失 注１ ０ dB 

アンテナ指向特性（水平） オム二 
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アンテナ指向特性（垂直） オム二 

送信空中線高 注１ 1.5m 

チャネル帯域幅(BWChannel) 20、40、60、80、100MHz 

隣接チャネル 

漏えい電力 注２ 

下記または-50dBm/3.84MHzの高い値 

-33dBc（BWChannel/2+2.5MHz離調）  

-36dBc（BWChannel/2+7.5MHz離調）  

下記または-50dBm/BWChannelMHzの高い値 

-30dBc（BWChannel離調） 

スプリアス強度 注２ 

(9KHz-150KHz) 

(150KHz-30MHz) 

(30MHz-1GHz) 

(1GHz-18GHz) 

 

-36dBm/1kHz  

-36dBm/10kHz  

-36dBm/100kHz  

-30dBm/MHz 

スペクトラムマスク特性 表２．２．２－１ 

送信フィルタ特性 － 

その他損失 注１ ８ dB（人体吸収損） 

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 18年 12月 21日） 

注２：3GPP 仕様から引用（3GPP 仕様での規定は最大 40MHz 幅。本報告では、60、80、100MHz

の場合にも適用できるとの想定で検討） 

 

表２．２．２－２ 受信側に係る情報 

受信周波数 
3.5GHz、あるいは 

検討対象システムの最小周波数を使用 

許容干渉電力 注１ -110.8 dBm/MHz（I/N=-6dB） 

許容感度抑圧電力 注２ 
-56dBm (BWChannel/2+7.5MHz離調) 

-44dBm (BWChannel/2+12.5MHz離調) 

受信空中線利得 注１ ０ dBi 

給電損失 注１ ０ dB 

空中線高 注１ 1.5 m  

その他損失 注１ ８ dB（人体吸収損）  

注１：携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告（平成 18年 12月 21日） 

注２：3GPP仕様から引用（3GPP仕様での規定は最大 40 MHz幅。本報告では、60、80、100 MHz

の場合にも適用できるとの想定で検討） 

 

表２．２．１－１ 陸上移動局のスペクトラムエミッションマスク特性注 1 

ΔfOOB(MHz) 
チャネル幅 

測定帯域幅 
20MHz 40MHz 60MHz 80MHz 100MHz 

 0-1 -21 -24 -26 -27 -28 30 kHz 
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 1-5 -10 -10 -10 -10 -10 1 MHz 

 5-20 -13 -13 -13 -13 -13 1 MHz 

 20-25 -25 -13 -13 -13 -13 1 MHz 

 25-40  -13 -13 -13 -13 1 MHz 

 40-45  -25 -13 -13 -13 1 MHz 

 45-60   -13 -13 -13 1 MHz 

 60-65   -25 -13 -13 1 MHz 

 65-80    -13 -13 1 MHz 

 80-85    -25 -13 1 MHz 

 85-100     -13 1 MHz 

 100-105     -25 1 MHz 

注１：3GPP仕様から引用（3GPP仕様での規定は最大40 MHz幅。本報告では、60、80、100MHzの

値については40 MHzまでの仕様値から想定される値を利用。） 

 

（２）確率的検討のパラメータ 

１対１の対向モデルでは共存可能性が判断できず、与干渉システム、被干渉システムの特性

を考慮し、確率的な調査が適用可能と判断された場合においては、モンテカルロ・シミュレー

ションによる評価を行う。モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討のイメージを図２．

２．２－１に示す。図中の「与」は与干渉局、「被」は被干渉局を示す。 

モンテカルロ・シミュレーションとは、陸上移動局間の干渉、または与干渉、被干渉のいず

れかが陸上移動局である干渉形態について、複数の陸上移動局の相対的位置関係により変化す

る被干渉受信機への総受信電力等の影響を考慮して、確率論的に干渉影響を評価する手法であ

る。具体的には、被干渉局から対象半径Ｒの範囲に、同一タイミングで送信する複数の陸上移

動局をランダムに配置して、これらの複数の与干渉局からの被干渉局に到達する総干渉電力を

求める。この与干渉局の配置パターンを変化させて複数回の計算を実施し、この値が許容干渉

レベルを超える確率を求める。 

 

図２．２．２－１ モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討イメージ 

 

図２．２．２－２に確率的調査に用いた陸上移動局の送信電力累積確率を示す。本送信電力

累積確率は、陸上移動局の送信帯域幅が20 MHzである場合の分布であるが、第４世代移動通信

システムのシステム帯域幅が20 MHzより大きい場合の検討にも、本分布を用いて確率調査を実

施する。これは、例えばシステム帯域幅が100 MHzの場合であっても、複数の陸上移動局が同

与
被

与

与
与

与

与
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与
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一タイミングで送信している条件では、これらの陸上移動局間は100 MHz幅の中で、異なる周

波数を使って送信を行うため、陸上移動局毎の送信帯域幅は100 MHzよりも小さくなるためで

ある。同一タイミングで送信する陸上移動局の台数は、携帯電話システムの技術的条件の検討

に関わる情報通信審議会での従前の検討に従い、１MHz及び１km2当たり40.62台、評価半径は半

径100 mとして検討を行なう。これらの条件は、陸上移動局からの干渉量を見積もる上で、十

分大きな値である。 

 

 

図２．２．２－２ 陸上移動局の送信電力累積確率 

 

２．２．３ 陸上移動中継局のパラメータ 

（１）送受信特性 

表２．２．３－１、及び２に干渉調査に用いた陸上移動中継局の送受信特性を示す。陸上移

動中継局には、屋外、及び屋内エリア用に設置するタイプがあるが、検討対象とする無線シス

テムは、屋外にアンテナが設置されているため、干渉条件としてより厳しい「屋外エリア用の

陸上移動中継局」に基づき、パラメータを設定した。 

 

表２．２．３－１ 送信側に係る情報 

 陸上移動局対向器 基地局対向器 

送信周波数帯 3.5GHz、あるいは検討対象システムの最小周波数を使用 

最大送信出力 38 dBm 23 dBm 

送信空中線利得 11 dBi 13 dBi 

送信給電線損失 ８ dB ８ dB 

アンテナ指向 

特性（水平） 
図２．２．３－１ 図２．２．３－３ 
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アンテナ指向 

特性（垂直） 
図２．２．３－２ 図２．２．３－４ 

送信空中線高 15 m 15 m 

隣接チャネル 

漏えい電力 

送信周波数帯域端から 2.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-44.2 dBc/3.84 MHz以下 又は、

-7.2 dBm/3.84 MHz以下 

送信周波数帯域端から 7.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-44.2 dBc/3.84 MHz以下 又は、

-7.2 dBm/3.84 MHz以下 

送信周波数帯域端から 2.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-32.2 dBc/3.84 MHz以下 

送信周波数帯域端から 7.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-35.2 dBc/3.84 MHz以下 

スプリアス強度 30 MHz-1 GHz（送信周波数帯域端か

ら 10MHz以上離れ（送信周波数帯域

を除く））： 

-13 dBm/100kHz以下 

1 GHz-12.75 GHz未満 

-13 dBm/1MHz 

30 MHz-1 GHz（送信周波数帯域端か

ら 10MHz以上離れ（送信周波数帯域

を除く））： 

-36 dBm/100kHz以下 

1 GHz-12.75 GHz未満 

-30 dBm/1MHz 

帯域外利得 帯域端から 200kHz離れ：60 dB 

帯域端から１MHz離れ：45 dB 

帯域端から 10MHz離れ：35 dB 

帯域端から 200kHz離れ：60 dB 

帯域端から１MHz離れ：45 dB 

帯域端から 10MHz離れ：35 dB 

 

表．２．２．３－２ 受信側に係る情報 

 陸上移動局対向器 基地局対向器 

送信周波数帯 3.5GHz、あるいは検討対象システムの最小周波数を使用 

許容干渉電力 

（帯域内） 

-118.9 dBm/MHz 

（帯域外） 

-44 dBm 

（帯域内） 

-110.9 dBm/MHz 

（帯域外） 

-56dBm（５ MHz離調） 

-44dBm（10 MHz離調） 

受信空中線利得 11 dBi 13 dBi 

受信給電線損失 ８ dB ８ dB 

アンテナ指向 

特性（水平） 
図２．２．３－１ 図２．２．３－３ 

アンテナ指向 

特性（垂直） 
図２．２．３－２ 図２．２．３－４ 

受信空中線高 15 m 15 m 
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図２．２．３－１ 陸上移動局対向器のアンテナ指向特性（水平） 

 

図２．２．３－２ 陸上移動局対向器のアンテナ指向特性（垂直） 
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図２．２．３－３ 基地局対向器のアンテナ指向特性（水平） 

 

図２．２．３－４ 基地局対向器のアンテナ指向特性（垂直） 
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２．２．４ 小電力レピータのパラメータ 

（１）送受信特性 

表２．２．４－１、及び２に干渉調査に用いた小電力レピータの送受信特性を示す。小電力

レピータは一体型と分離型の構成があるが、干渉条件としてより厳しい「一体型」に基づき、

パラメータを設定した。 

 

表２．２．４－１ 送信側に係る情報 

 陸上移動局対向器 基地局対向器 

送信周波数帯 3.5GHz、あるいは検討対象システムの最小周波数を使用 

最大送信出力 24 dBm 16 dBm 

送信空中線利得 ０ dBi ９ dBi 

送信給電線損失 ０ dB ０ dB 

アンテナ指向 

特性（水平） 
オムニ 図２．２．４－１ 

アンテナ指向 

特性（垂直） 
オムニ 図２．２．４－２ 

送信空中線高 ２ m ２ m 

隣接チャネル 

漏えい電力注1 

送信周波数帯域端から2.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-13 dBm/MHz以下 

送信周波数帯域端から7.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-13 dBm/ MHz以下 

送信周波数帯域端から 2.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-32.2 dBc/3.84 MHz以下 

又は-13 dBm/MHz以下 

送信周波数帯域端から 7.5 MHz離れ

(送信周波数帯域を除く)： 

-35.2 dBc/3.84 MHz以下 

又は-30 dBm/MHz以下 

スプリアス強度注

1 

30 MHz-1 GHz（送信周波数帯域端か

ら 10 MHz以上離れ（送信周波数帯域

を除く））： 

-13 dBm/100 kHz以下 

1 GHz-12.75 GHz 

-13 dBm/100 kHz以下 

30 MHz-1 GHz（送信周波数帯域端か

ら 10 MHz以上離れ（送信周波数帯域

を除く））： 

-36 dBm/100 kHz以下 

1 GHz-12.75 GHz 

-30 dBm/100 kHz以下 

帯域外利得 帯域端から５ MHz離れ：35 dB 

帯域端から 40 MHz離れ：０ dB 

帯域端から５ MHz離れ：35 dB 

帯域端から 40 MHz離れ：０ dB 

 

表２．２．４－２ 受信側に係る情報 

 陸上移動局対向器 基地局対向器 

受信周波数帯 3.5GHz、あるいは検討対象システムの最小周波数を使用 

許容干渉電力 （帯域内） 

-118.9 dBm/MHz 

（帯域外） 

（帯域内） 

-110.9 dBm/MHz 

（帯域外） 



 
 

- 42 -

-44 dBm -56 dBm（５ MHz離調） 

-44 dBm（10 MHz離調） 

受信空中線利得 ０ dBi ９ dBi 

受信給電線損失 ０ dB ０ dB 

アンテナ指向 

特性（水平） 
オムニ 図２．２．４－１ 

アンテナ指向 

特性（垂直） 
オムニ 図２．２．４－２ 

受信空中線高 ２ m ２ m 

 

 

 

図２．２．４－１ 基地局対向器のアンテナ指向特性（水平） 
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図２．２．４－２ 基地局対向器のアンテナ指向特性（垂直） 

 

２．２．５ 干渉検討に用いる伝搬式 

伝搬式として、「自由空間損失」、及び「拡張秦式」の２つを用いた。f は周波数 （MHz）、hb

は基地局アンテナ高（m）、hmは移動局アンテナ高（m）、Hbはhbとhmの大きい方の値、Hmはhbと

hmの小さいほうの値、d は距離（km）を表す。 

 

（１）自由空間損失 

    
 
 mbm

mbb

mb

hhH

hhH

HHdf.L

,min

,max

10log10log20432]dB[ 622





 

（２）拡張秦式 

 拡張秦式として、報告ITU-R SM.2078で定義されているモデルを用いた。適用可能な周波数

は3 GHzまでと定義されているが、近似的に3.5GHzでも適用可能と仮定して評価を行った（参

考資料２を参照）。 

 d ≦ 0.04 km 

    622 10log10log20432]dB[ mb HHdf.L   
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    30log20,0min

10log20,0max80log561,10min70log11

bb

mmm

H=Hb

H.f.H.f.=Ha 
 

 














   km d kmfor

d
Hf

kmdfor

b 10020
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log1007.11087.114.01

201
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34

 

の場合に、 

Urbanモデル 

           
   

   


















MHzfforf

MHzfforf

MHzfforf..

MHzfforf..

H.HbHadH..=L bbmb

300020002000log102000log9.333.46

20001500log9.333.46

1500150log226669

15030/150log20150log226669

,30maxlog8213log,30maxlog556944]dB[ 

 

Sub-urbanモデル 

          4.5282000,,150maxminlog2]dB[ 2  furban=LL  

Open areaモデル 

      
    94.402000,,150maxminlog33.18

2000,,150maxminlog78.4]dB[ 2




f

furban=LL
 

 0.04 < d <0.1 km 

   
        04.01.0

04.0log1.0log

04.0loglog
04.0]dB[ LL

d
=LL 




  

また、上記の各式で得られる伝搬損失Lが自由空間損失よりも小さな値の場合、Lは自由空間損

失の値に変更する。 
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２．３ 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）相互間の干渉検討 

 第４世代移動通信システム相互間の干渉検討として、異なる事業者間の無線局の干渉シナリ

オを考慮して評価を行った。検討においては、基地局間、及び移動局間の干渉について評価を

行った。陸上移動中継局間の干渉は基地局間の共存条件、小電力レピータ間の干渉については、

既存の携帯電話周波数帯域での小電力レピータの共存条件と同様となると想定されるため、共

存可能であると判断し、検討を省略した。 

 また、TDD の場合、複数の事業者間でネットワーク同期を行う場合（利用するシステムが同

一、かつ上り、下りの使用比率が同一、かつ送受信タイミングが時間的に同期されている場合）

には、一般には、ガードバンド０ MHzで共用可能である。 

 

２．３．１ 基地局間の干渉 

 基地局間の干渉シナリオとして、異なる事業者の基地局アンテナが同一サイトに併設設置さ

れているモデル（図２．３．１－１）での評価を行った。 

 

 
 

図２．３．１－１ 基地局併設設置モデル 

 

 事業者１の基地局送信周波数と事業者２の基地局受信周波数のガードバンド幅を５、10 MHz

とした場合の、基地局間干渉の影響を調査した結果を表２．３．１－１に示す。 

 ガードバンド幅が５ MHzの場合には、帯域内、及び帯域外干渉を抑圧するためのフィルタを、

それぞれ与干渉、及び被干渉側の基地局に挿入するだけでは所要改善量が残存する。したがっ

て、設置する基地局アンテナ間の離隔距離を大きくする等のサイトエンジニアリングを行って

残りの所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、共用可能である。 

 ガードバンド幅が 10 MHz の場合には、帯域内干渉を抑圧するためのフィルタを与干渉側の

基地局に挿入することにより所要改善量は 1.3 dB となるため、不要発射強度やフィルタの実

力値を考慮すれば共用可能である。また、帯域外干渉を抑圧するためのフィルタを被干渉側の

基地局に挿入することにより、所要改善量がマイナスとなるため共用可能である。 

 

表２．３．１－１ 所要改善量（基地局↓→基地局↑） 

干渉形態 伝搬モデル 
ガード 

バンド幅 

チャネル 

帯域幅(MHz) 

所要改善量 

(dB) 

所要改善量 

(フィルタ挿入

後)(dB) 

帯域内干渉 自由空間 ５ MHz 20～100 44.6 32.4 
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帯域外干渉 

20 25.4 13.2 

40 28.4 16.2 

60 30.2 18.0 

80 31.4 19.2 

100 32.4 20.2 

帯域内干渉 

自由空間 10 MHz 

20～100 39.4 1.3 

帯域外干渉 

20 25.4 -13.7 

40 28.4 -10.7 

60 30.2 -8.9 

80 31.4 -7.7 

100 32.4 -6.7 

 

２．３．２ 移動局間の干渉 

 異なる事業者の移動局間の干渉シナリオについて、確率的調査により評価した。 

（１）FDDの場合 

3GPPで規定されているBand 22（上り周波数：3410-3490MHz、下り周波数：3510-1590MHz、

センターギャップ：20MHz幅）の受信周波数帯に対するスプリアス強度の保護レベル（-40.0 

dBm/MHz）を用い、モンテカルロ・シミュレーションによる確率的調査（伝搬モデル：自由空

間）を行った。帯域内干渉の結果を表２．３．２－１に、帯域外干渉の結果を表２．３．２－

２に示す。 

 

表２．３．２－１ 帯域内干渉の所要改善量（移動局↑→移動局↓） 

チャネル 

帯域幅 

（MHz） 

測定 

帯域幅 

（MHz） 

許容干渉レベル 

（dBm/測定帯域幅） 

干渉電力 

（dBm/測定帯域幅） 

所要改善量 

（dB） 

20 18 -98.2 -106.7 -8.5 

40 38 -95.0 -104.5 -9.5 

60 58 -93.2 -101.8 -8.6 

80 78 -91.9 -99.9 -8.1 

100 98 -90.9 -99.0 -8.1 

 

表２．３．２－２ 帯域外干渉の所要改善量（移動局↑→移動局↓） 

チャネル 

帯域幅 

（MHz） 

許容干渉レベル 

（dBm） 

干渉電力 

（dBm/測定帯域幅） 

所要改善量 

（dB） 

20 -44.0 -55.3 -11.3 

40 -44.0 -53.6 -9.5 

60 -44.0 -51.5 -7.5 
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80 -44.0 -50.0 -6.0 

100 -44.0 -49.5 -5.5 

 

いずれのケースにおいても所要改善量がマイナスであるため、Band 22で規定されている受

信周波数帯に対するスプリアス強度の保護レベル（-40.0 dBm/MHz）を確保することにより、

共用可能である。 

（２）TDDの場合 

複数事業者間のネットワーク同期が実現できない場合（非同期運用の場合）には、隣接する

事業者の間に、ガードバンドを設けて運用することが必要である。3GPP の検討では、同一の

TDD バンド内では隣接するチャネルが同期運用されることを前提に仕様が規定されており、

Band 22 のような受信周波数帯に対するスプリアス強度に対する保護レベルが規定されていな

い。そこで、帯域内干渉の検討には、近接領域については隣接チャネル漏洩電力を使用し、ス

プリアス領域については一般のスプリアス強度（-30 dBm/MHz）を用いてモンテカルロ・シミ

ュレーションによる確率的調査（伝搬モデル：自由空間）を行った。帯域内干渉の結果を表２．

３．２－３に、帯域外干渉の結果を表２．３．２－４に示す。 

 

表２．３．２－３ 帯域内干渉の所要改善量（移動局↑→移動局↓） 

チャネル

幅 

（MHz） 

測定帯

域幅 

（MHz） 

ガード

バンド 

（MHz） 

許容干渉レベル 

（dBm/測定帯域幅） 

干渉電力 

（dBm/測定帯域幅） 

所要 

改善量 

（dB） 

20 18 

０ -98.2 -78.7 19.5 

１ -98.2 -80.2 18.1 

５ -98.2 -80.7 17.6 

20 -98.2 -94.9 3.3 

25 -98.2 -97.3 1.0 

40 38 

０ -95.0 -83.5 11.5 

20 -95.0 -85.6 9.4 

40 -95.0 -89.1 5.9 

45 -95.0 -90.9 4.1 

60 58 

０ -93.2 -82.1 11.1 

40 -93.2 -83.1 10.1 

60 -93.2 -87.1 6.1 

65 -93.2 -86.8 6.4 

80 78 

０ -91.9 -80.7 11.2 

60 -91.9 -83.2 8.7 

80 -91.9 -84.6 7.3 

85 -91.9 -85.1 6.8 

100 98 
０ -90.9 -78.5 12.4 

70 -90.9 -82.2 8.6 
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100 -90.9 -82.7 8.2 

105 -90.9 -82.9 8.0 

 

表２．３．２－４ 帯域外干渉の所要改善量（移動局↑→移動局↓） 

チャネル 

帯域幅 

（MHz） 

ガード 

バンド 

（MHz） 

許容干渉 

レベル 

（dBm） 

干渉電力 

（dBm/測定帯域幅） 

所要改善量 

（dB） 

20 

０ -56.0 -56.2 -0.2 

１ -56.0 -57.4 -1.4 

５ -56.0 -56.2 -0.2 

20 -44.0 -56.2 -12.2 

25 -44.0 -56.8 -12.8 

40 

０ -56.0 -53.5 2.5 

20 -44.0 -53.7 -9.7 

40 -44.0 -52.8 -9.8 

45 -44.0 -53.7 -9.7 

60 

０ -56.0 -52.1 3.9 

40 -44.0 -50.7 -6.7 

60 -44.0 -52.3 -8.3 

65 -44.0 -51.4 -7.4 

80 

０ -56.0 -50.7 5.3 

60 -44.0 -50.8 -6.8 

80 -44.0 -50.8 -6.8 

85 -44.0 -51.0 -7.0 

100 

０ -56.0 -48.5 7.5 

70 -44.0 -50.5 -6.5 

100 -44.0 -49.8 -5.8 

105 -44.0 -49.8 -5.8 

 

チャネル帯域幅が20 MHzの場合には、ガードバンドとして25 MHzを確保することで、帯域内

干渉の所要改善量が1.0 dBとなり、実装マージンを考慮すれば共用可能である。一方、チャネ

ル帯域幅が40 MHz以上の場合には、チャネル帯域幅と同じ程度の幅のガードバンドを確保して

も、帯域内干渉の所要改善量が残り、この評価結果のみでは共用可能性の判断をすることが困

難である。 

そこで上記の3GPPの仕様値での評価検討に加えて、3.5 GHz帯の実デバイスのスプリアス強

度の実力値を加味した検討を行った。 

⇒今後追記 
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２．３．３ 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）相互間の干渉検討結果まとめ 

表２．３．３－１に、第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）相互間の干渉検討結果を

示す。 

 

表２．３．３－１ 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）相互間の最小GB幅 

 
与干渉 

基地局送信 移動局送信 

被
干
渉 

基地局受信 

５MHz（※１）/ 

0MHz（※２） 

（※１）フィルタ挿入及びサイトエン

ジニアリングにより共用可能 

－ 

移動局受信 － 

＊＊MHｚ （※３）/ 

0MHz （※２） 

（※３）スプリアス強度（-30dBm/MHz）

の実力値を考慮した場合 

※２ TDD かつ複数の事業者間でネットワーク同期を行う場合（利用するシステムが同一、かつ上り、下り

の使用比率が同一、かつ送受信タイミングが時間的に同期されている場合） 
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２．４ 放送事業用無線局との干渉検討 

２．４．１ 検討を実施する干渉形態 

検討対象となる放送事業用無線局の種類、及び設置場所は、表２．４．１－１の通りである。

なお、監視制御回線については、干渉検討に用いるパラメータが音声 STL/TSL/TTLと同様であ

るため、検討を省略し、音声 STL/TSL/TTLの検討結果が適用できるものとした。 

表２．４．１－１ 放送事業用無線局の干渉検討対象の無線局 

① 音声FPU（都市部） 

② 音声FPU（山間部）※1 

③ 音声STL/TSL/TTL（都市部） 

④ 音声STL/TSL/TTL（山間部） 

⑤ 監視制御回線 

※1 音声FPU（山間部）は送信のみ存在 

 

２．４．２ 基地局との干渉検討 

基地局との干渉検討モデルとして、図２．４．２－１の評価モデルを用いた。また、図中の

放送事業用無線局のアンテナ高を、表２．４．２－１に示す。また、拡張秦式を用いる際には、

都市部では Urbanモデル、山間部は Open areaモデルを使用した。 

与干渉局、被干渉局が１対１で対向する調査モデルでの検討を行い、アンテナパターン等を

考慮した上で最も干渉条件が厳しくなる水平距離の条件（結合損が最小となる条件、ただし水

平離離が 10 m以上の条件）で、許容干渉電力に対する所要改善量の算出を行った。 

 

 
図２．４．２－１ 基地局との干渉検討モデル 

 

表２．４．２－１ 放送事業用無線局のアンテナ高 

放送事業用無線局 アンテナ高（m） 

基地局 放送事業用無線局

40 m
アンテナ高

x m

水平方向角：0度

垂直方向角：6.5度（基地局↓→FPU受信） ※1
0度（FPU送信→基地局↑） ※1

3度（基地局⇔STL） ※2

※1 携帯電話等高度化委員会報告（700MHz 帯を使用する移動通信システムの技術的条件）より

※2 携帯電話等高度化委員会報告（900MHz 帯を使用する移動通信システムの技術的条件）より
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送信側 
音声 FPU（山間部） 105 

音声 FPU（都市部） 70 

受信側 音声 FPU（都市部） 219 

音声 STL（山間部） 160 

音声 STL（都市部） 45 

 

（１）音声 FPUとの干渉検討（机上検討） 

（ア）同一チャネルにおける干渉検討 

表２．４．２－２に基地局と音声FPUについて、同一チャネル干渉の条件における所要改善

量を示す。条件により異なるが、30～60 dB弱の所要改善量が残ることが分かる。 

 

表２．４．２－２ 同一チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉 
伝搬 

モデル 
水平距離 

所要改善量 

（dB） 

基地局 

送信 

FPU受信 

（都市部） 

自由空間 7 km 57.8 

拡張秦式 7 km 57.8 

FPU送信 

（都市部） 

基地局 

受信 

自由空間 600 m 40.1 

拡張秦式 600 m 40.1 

FPU送信 

（山間部） 

基地局 

受信 

自由空間 1 km 33.4 

拡張秦式 1 km 33.4 

 

これらの所要改善量について、お互いの無線局の離隔距離を広げることにより、どの程度低

減できるかの評価を行った。図２．４．２－２は、一例として、基地局送信→FPU受信（都市

部）において、お互いの無線局の水平距離を広げた場合の結合損（カップリングロス）の変化

を示したものである。この図より、伝搬による減衰量の大きさは徐々に小さくなるため、たと

え水平距離を大きくしても結合損が増大せず、結果として所要改善量の大きな改善は見込めな

いことが分かる。 

 

図２．４．２－２ 基地局→FPU受信（都市部）の条件で水平距離を大きくする効果 
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更なる所要改善量の低減のため、空中線電力、及びアンテナ高等を小さくした小セル基地局

の場合の追加評価を音声FPU（都市部）との条件で行った。基地局のモデルとしては、3GPPの

検討で用いられている小セル基地局のパラメータ（空中線電力：20 dBm /MHz、空中線利得：

５ dBi、給電線損失：０ dBi、アンテナ指向性：オムニ、空中線高：10 m）に準拠した。表２．

４．２－３に計算結果を示す。 

 

表２．４．２－３ 同一チャネル干渉における所要改善量（小セル基地局の場合） 

与干渉 被干渉 
伝搬 

モデル 
水平距離 

所要改善量 

（dB） 

基地局 

送信 

FPU受信 

（都市部） 

自由空間 3 km 47.6 

拡張秦式 2 km 45.9 

FPU送信 

（都市部） 

基地局 

受信※ 

自由空間 600 m 36.7 

拡張秦式 500 m 35.5 
※許容干渉電力は：-114dBm/MHz(NF=10dB、I/N=-10dB) 

 

本結果より、所要改善量の低減効果が得られるもの、引き続き35～50 dB弱の所要改善量が残

ることが分かる。 

 

（イ）隣接チャネルにおける干渉検討 

表２．４．２－４に基地局と音声FPUについて、隣接チャネル干渉の条件における所要改善

量を示す。 

ガードバンド幅が０ MHzの場合には、基地局送信→FPU受信（都市部）の干渉シナリオにお

いて、帯域内干渉で13.6 dB、帯域外干渉で1.4 dBの所要改善量が必要である。帯域内干渉の

13.6 dBについては、不要発射強度の実力値に加えて、基地局とFPUのアンテナ設置条件のサイ

トエンジニアリング等を行うことで解消可能であると考えられる。また、帯域外干渉の1.4 dB
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については、[FPUの受信装置の実力値を考慮すれば解消可能であると考えられる]。さらに、

それ以外の干渉シナリオ（FPU（都市部）／同（山間部）→基地局）については、いずれも所

要改善量がマイナスとなっている。 

一方、ガードバンド幅が５ MHｚの場合には、基地局→FPU（都市部）の干渉シナリオにおい

ても、基地局へのフィルタ挿入により帯域内干渉の所要改善量が1.4 dBとなり、不要発射強度

やフィルタの実力値も加味すれば共用可能である。 

[以上より、基地局と音声FPUが隣接チャネルの条件で運用する場合には、ガードバンド０ 

MHzでは、基地局へのフィルタ挿入とサイトエンジニアリング、ガードバンド５ MHzでは基地

局へのフィルタ挿入により、共用可能である。] 

 

表２．４．２－４ 隣接チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉 干渉形態 
伝搬 

モデル 

ガード 

バンド

幅（MHz） 

水平 

距離 

所要 

改善量 

（dB） 

基地局フィルタ 

挿入後の 

所要改善量 (dB) 

基地局 

送信 

FPU受信  

都市部 

帯域内 

自由空間 
０ MHz 

7 km 13.6  － 

拡張秦式 7 km 13.6  －  

自由空間 
5 MHz 

7 km 13.6 1.4 

拡張秦式 7 km 13.6 1.4 

帯域外 
自由空間 

０ MHz 
7 km 1.4  － 

拡張秦式 7 km  1.4  －  

FPU送信 

都市部 

基地局 

受信 

帯域内 
自由空間 

０ MHz 

600 m  -5.9  －  

拡張秦式 600 m  -5.9  －  

帯域外 
自由空間 600 m  -35.9  －  

拡張秦式 600 m  -35.9  －  

FPU送信  

山間部 

基地局 

受信  

帯域内 
自由空間 

０ MHz 

1 km  -12.6  － 

拡張秦式 1 km  -12.6  －  

帯域外 
自由空間 1 km  -42.6  －  

拡張秦式 1 km  -42.6  －  

 

（２）音声 STL/TTL/TSL、監視制御回線との干渉検討（机上検討） 

（ア）同一チャネルにおける干渉検討 

表２．４．２－５に基地局と音声STL/TTL/TSL、監視制御回線（以下、STLと表記）との、同

一チャネル干渉の条件における所要改善量を示す。都市部では90 dB以上、山間部でも70 dB以

上の所要改善量が必要である。 

更なる所要改善量の低減のため、表２．４．２－６に、小セル基地局を想定した場合の、同

一チャネル干渉の条件における所要改善量を示す。都市部において、引き続き60 dB以上の所

要改善量が必要である。 

 

表２．４．２－５ 同一チャネル干渉における所要改善量 
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与干渉 被干渉 
伝搬 

モデル 
水平距離 

所要改善量 

（dB） 

基地局 

送信 

STL受信 

（都市部） 

自由空間 100 m 98.9 

拡張秦式 100 m 98.9 

STL送信 

（都市部） 
基地局受信 

自由空間 100 m 95.5 

拡張秦式 100 m 95.5 

基地局 

送信 

STL受信 

（山間部） 

自由空間 3.5 km 74.2 

拡張秦式 3.5 km 74.2 

STL送信 

（山間部） 
基地局受信 

自由空間 3.5 km 70.7 

拡張秦式 3.5 km 70.7 

 

表２．４．２－６ 同一チャネル干渉における所要改善量（小セル基地局の場合） 

与干渉 被干渉 
伝搬 

モデル 
水平距離 

所要改善量 

（dB） 

基地局 

送信 

STL受信 

（都市部） 

自由空間 1100 m 63.6 

拡張秦式 300 m 60.0 

STL送信 

（都市部） 
基地局受信※ 

自由空間 1100 m 71.1 

拡張秦式 300 m 67.5 
※許容干渉電力は：-114dBm/MHz(NF=10dB、I/N=-10dB) 

 

（イ）隣接チャネルにおける干渉検討 

表２．４．２－７に基地局とSTLとの、隣接チャネル干渉の条件における所要改善量を示す。

ガードバンド幅が０ MHｚの場合は共存条件が厳しいため、ガードバンド幅が５ MHz、及び10 

MHzの場合の検討結果をまとめた。 

都市部においては、基地局送信→STL受信（都市部）の干渉シナリオにおいて、ガードバン

ド幅が５ MHz、及び10 MHzの条件で、基地局へのフィルタ挿入後に、帯域内干渉の所要改善量

は42.5 dB、及び11.4 dBとなる。ここでの所要改善量は、基地局とSTLの水平距離が100 mのと

きの値であるため、双方の無線局の離隔距離をさらに拡大し、かつ、アンテナ設置条件のサイ

トエンジニアリング等を行えば、所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることがで

きると考えられる。帯域外干渉については40 dB程度の所要改善量が残るため、・・・。 

一方、STL送信（都市部）→基地局受信の干渉シナリオにおいては、ガードバンド幅が５ MHz

の条件で、基地局へのフィルタ挿入後に、帯域外干渉は7.3 dBの所要改善量が残るが、基地局

とSTLのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行えば、解消できると考えられる。

また、帯域内干渉については45 dB程度の所要改善量となるが、・・・ 

山間部においては、基地局送信→STL受信（山間部）の干渉シナリオにおいて、帯域内干渉

について、ガードバンド幅が５ MHzではフィルタ挿入後も17.8 dBの所要改善量が残るため、

アンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等が必要であるが、ガードバンド幅が10 MHzの条

件では、基地局へのフィルタ挿入で所要改善量はマイナスとなる。また、帯域外干渉について

は20 dB程度の所要改善量が残るが、・・・。 
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一方、STL送信（山間部）→基地局受信の干渉シナリオにおいて、帯域外干渉について、ガ

ードバンド幅が５ MHzの条件で、基地局へのフィルタ挿入により所要改善量がマイナスとなる。

また、帯域内干渉については20 dB程度の所要改善量となるが、・・・ 

 

表２．４．２－７ 隣接チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉 干渉形態 
伝搬 

モデル 

ガード 

バンド幅

（MHz） 

水平 

距離 

所要 

改善量 

（dB） 

基地局フィルタ 

挿入後の 

所要改善量 (dB) 

基地局 

送信  

STL受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 

５ MHz  

100 m 54.7  42.5  

拡張秦式 100 m 54.7  42.5  

帯域外 
自由空間 100 m 42.5  － 

拡張秦式 100 m  42.5  － 

帯域内 
自由空間 

10 MHz  

100 m  49.5  11.4  

拡張秦式 100 m  49.5  11.4  

帯域外 
自由空間 100 m 42.5  － 

拡張秦式 100 m  42.5  － 

STL送信  

（都市部） 

基地局 

受信  

帯域内 
自由空間 

５ MHz  

100 m  45.5  － 

拡張秦式 100 m  45.5  － 

帯域外 
自由空間 100 m  19.5  7.3  

拡張秦式 100 m  19.5  7.3  

基地局 

送信  

STL受信 

（山間部） 

帯域内 
自由空間 

５ MHz  

3.5 km  30.0  17.8  

拡張秦式 3.5 km 30.0  17.8  

帯域外 
自由空間 3.5 km 17.7  － 

拡張秦式 3.5 km 17.7  －  

帯域内 
自由空間 

10 MHz  

3.5 km 24.7  -13.4  

拡張秦式 3.5 km 24.7  -13.4  

帯域外 
自由空間 3.5 km 17.7  － 

拡張秦式 3.5 km 17.7  － 

STL送信  

（山間部） 

基地局 

受信  

帯域内 
自由空間 

５ MHz  

3.5 km  20.7  － 

拡張秦式 3.5 km  20.7  － 

帯域外 
自由空間 3.5 km  -5.3  -17.5  

拡張秦式 3.5 km  -5.3  -17.5  

 

（３）実機を用いた音声評価による干渉検討 

・・・・ 

 

２．４．３ 移動局との干渉検討 

移動局との干渉検討モデルとして、図２．４．３－１の評価モデルを用いた。なお、図中の
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放送事業用無線局のアンテナ高は、表２．４．２－１と同一である。また、拡張秦式を用いる

際には、都市部では Urbanモデル、山間部は Open areaモデルを使用した。 

基本的には、与干渉局、被干渉局が１対１で対向する調査モデルでの検討を行い、アンテナ

パターン等を考慮した上で最も干渉条件が厳しくなる水平距離の条件で、許容干渉電力に対す

る所要改善量の算出を行った。さらに、移動局が被干渉となる条件では、モンテカルロ・シミ

ュレーションによる確率的調査も追加で行った。 

 

 

図２．４．３－１ 移動局との干渉検討モデル 

 

（１）音声 FPUとの干渉検討（机上検討） 

（ア）同一チャネルにおける干渉検討 

表２．４．３－１に移動局と音声FPUとの、同一チャネル干渉の条件における所要改善量を

示す。いずれの条件においても、20 dB程度以上の所要改善量が必要である。 

 

表２．４．３－１ 同一チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉 伝搬モデル 計算条件 水平距離 
所要改善量 

(dB) 

移動局送信 
FPU受信 

（都市部） 

自由空間 １対１ 3.6 km 22.6 

拡張秦式 １対１ １ m 18.4 

FPU送信 

（都市部） 
移動局受信 

自由空間 
１対１ 960 m 48.2 

確率的検討 － 22.6 

拡張秦式 １対１ １ m 44.5 

FPU送信 

（山間部） 
移動局受信 

自由空間 
１対１ 1.5 km 44.6 

確率的検討 － 19.1 

拡張秦式 １対１ 1.5 km 44.6 

 

（イ）隣接チャネルにおける干渉検討 

表２．４．３－２に移動局と音声FPUとの、隣接チャネル干渉の条件における所要改善量を

示す。FPU送信（都市部）→移動局受信の１対１の検討において、自由空間損失を考慮した条

件のみ所要改善量がプラスとなるが、それ以外の干渉シナリオでは所要改善量がマイナスとな

移動局

水平離隔距離
1.5 m

x m

放送事業用無線局

アンテナ高
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っている。またFPU送信（都市部）→移動局受信の場合でも、確率的調査を考慮すれば、所要

改善量がマイナスとなる。 

以上より、隣接チャネルの条件においては、移動局と音声FPUは、ガードバンド０ MHzで共

用可能である。 

 

表２．４．３－２ 隣接チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉  干渉形態 伝搬モデル 

ガード 

バンド

幅  

計算条件  
水平 

距離  

所要 

改善量 

 (dB) 

移動局 

送信  

FPU受信  

（都市部） 

帯域内 
自由空間 

0MHz  

1対1  
3.6 km -7.4  

拡張秦式 1 m  -11.6  

帯域外 
自由空間 

1対1  
3.6 km -9.9  

拡張秦式 1 m  -14.0  

FPU送信  

都市部 

移動局 

受信  

帯域内 
自由空間 

0MHz  

1対1  960 m  2.2  

確率的検討  － -11.0  

拡張秦式 1対1  1 m  -1.6  

帯域外 
自由空間 

1対1  960 m  -6.6  

確率的検討  － -19.7  

拡張秦式 1対1  1 m  -10.3  

FPU送信  

山間部 

移動局 

受信  

帯域内 
自由空間 

0MHz  

1対1  1.5 km -1.4  

確率的検討  － -14.4  

拡張秦式 1対1  1.5 km -1.4  

帯域外 
自由空間 

1対1  1.5 km -10.2  

確率的検討  － -23.2  

拡張秦式 1対1  1.5 km -10.2  

 

（２）音声 STL/TTL/TSL、監視制御回線との干渉検討（机上検討） 

（ア）同一チャネルにおける干渉検討 

表２．４．３－３に移動局と音声STL/TTL/TSL、監視制御回線（以下、まとめてSTLと表記）

との、同一チャネル干渉の条件における所要改善量を示す。都市部では30dB以上、山間部でも

20 dB以上の所要改善量が必要である。 

 

表２．４．３－３ 同一チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉 
伝搬 

モデル 
計算条件 水平離距離 

所要改善量 

 (dB) 

移動局 

送信 

STL受信 

（都市部）

自由空間 
１対１ 

1.1 km 36.3 

拡張秦式 １ m 31.2 

STL送信 移動局 自由空間 １対１ 1.1 km 50.7 
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（都市部） 受信 確率的検討 － 32.8 

拡張秦式 １対１ １ m 45.6 

移動局 

送信 

STL受信 

（山間部）

自由空間 
１対１ 

4.1 km 25.6 

拡張秦式 3.5 km 25.3 

STL送信 

（山間部） 

移動局 

受信 

自由空間 
１対１ 4.1 km 40.0 

確率的検討 － 22.8 

拡張秦式 １対１ 3.5 km 39.6 

 

（イ）隣接チャネルにおける干渉検討 

表２．４．３－４に移動局とSTLとの、隣接チャネル干渉の条件における所要改善量を示す。

一部の条件においては、自由空間損失を用いた場合には所要改善量がプラスとなる。しかしな

がら、拡張秦式や確率的な調査を適用すると、プラスとなる所要改善量は移動局送信→STL受

信（都市部）の干渉シナリオにおける帯域内干渉1.2 dBであり、移動局のスプリアス強度の実

力値を考慮すれば、解消可能である。 

以上より、隣接チャネルの条件においては、移動局とSTLは、ガードバンド０ MHzで共用可

能である。 

 

表２．４．３－４ 隣接チャネル干渉における所要改善量 

与干渉 被干渉  干渉形態 伝搬モデル 

ガード 

バンド

幅  

計算条件  
水平 

距離  

所要 

改善量 

 (dB) 

移動局 

送信  

STL受信  

（都市部）

帯域内 
自由空間 

０ MHz １対１ 

1.1 km  6.3  

拡張秦式 １ m  1.2  

帯域外 
自由空間 1.1 km  3.9  

拡張秦式 １ m  -1.2  

STL送信  

（都市部）

移動局 

受信  

帯域内 
自由空間 

０ MHz 

１対１  1.1 km  4.7  

確率的検討  － -0.5  

拡張秦式 １対１ １ m  -0.4  

帯域外 
自由空間 

１対１ 1.1 km  -4.1  

確率的検討  － -9.2  

拡張秦式 １対１ １ m  -9.2  

移動局 

送信  

STL受信  

（山間部）

帯域内 
自由空間 

０ MHz １対１ 

4.1 km  -4.4  

拡張秦式 3.5 km  -4.7  

帯域外 
自由空間 4.1 km  -6.8  

拡張秦式 3.5 km  -7.2  

STL送信  

（山間部）

移動局 

受信  

帯域内 
自由空間 

０ MHz 

１対１ 4.1 km  -6.1  

確率的検討  － -11.0  

拡張秦式 １対１  3.5 km  -6.4  

帯域外 自由空間 １対１ 4.1 km  -14.8  
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確率的検討  － -19.8  

拡張秦式 １対１  3.5 km  -15.2  

 

（３）実機を用いた音声評価による干渉検討 

・・・・ 

 

２．４．４ 陸上移動中継局との干渉検討 

陸上移動中継局との干渉検討モデルとして、図２．４．４－１の評価モデルを用いた。なお、

図中の放送事業用無線局のアンテナ高は、表２．４．２－１と同一である。また、拡張秦式を

用いる際には、都市部では Urbanモデル、山間部は Open areaモデルを使用した。 

与干渉局、被干渉局が１対１で対向する調査モデルでの検討を行い、アンテナパターン等を

考慮した上で最も干渉条件が厳しくなる水平距離の条件（結合損が最小となる条件、ただし水

平距離が 10 m 以上の条件）で、許容干渉電力に対する所要改善量の算出を行った。なお、同

一チャネル干渉の条件の評価は、基地局の場合と同様な共用条件が必要になると想定されるた

め省略し、隣接チャネル干渉条件の評価のみを行った。 

 

  
図２．４．４－１ 陸上移動中継局との干渉検討モデル 

 

（１）音声 FPUとの干渉検討（机上検討） 

表２．４．４－１に陸上移動中継局と音声FPUとの、隣接チャネル干渉の条件における所要

改善量（ガードバンド０ MHzでの値）を示す。 

陸上移動中継局→FPU（都市部）の干渉シナリオにおいて、帯域内干渉で対基地局送信は12.4 

dB、対移動局送信は10.7 dBの所要改善量が必要である。帯域外干渉はマイナスの所要改善量

である。帯域内干渉については陸上移動中継局とFPUのアンテナ設置条件のサイトエンジニア

リング等を行って、残りの所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、

共用可能である。また、それ以外の干渉シナリオ（FPU（都市部）／（山間部）→陸上移動中

継局）は、帯域内干渉で最大22.7 dB、帯域外干渉で最大7.7 dBの所要改善量となる。陸上移

動中継局とFPUのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行って、残りの所要改善量

をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、共用可能である。 

 

表２．４．４－１ 陸上移動中継局との干渉検討モデル 

与干渉  被干渉  干渉形態 伝搬モデル 水平距離  
所要改善量 

（dB） 

陸上移動中継局

15m

x m

放送事業用無線局

アンテナ高
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陸上移動中継局 

対基地局送信 

FPU受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 3.4 km 12.3 

拡張秦式 3.4 km 12.4 

帯域外 
自由空間 3.4 km -27.7 

拡張秦式 3.4 km -27.6 

陸上移動中継局 

対移動局送信 

FPU受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間  3.3 km  10.6  

拡張秦式  3.4 km  10.7  

帯域外 
自由空間  3.3 km  -14.4 

拡張秦式  3.4 km  -14.3 

FPU送信 

（都市部） 

陸上移動中継局 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間  650 m  22.7  

拡張秦式  650 m  22.7  

帯域外 
自由空間  650 m  -6.2 

拡張秦式  650 m  -6.2 

FPU送信 

（都市部） 

陸上移動中継局 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間  760 m  16.6  

拡張秦式  760 m  16.6  

帯域外 
自由空間  760 m  7.7 

拡張秦式  760 m  7.7 

FPU送信 

（山間部） 

陸上移動中継局 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間  1.3 km  18.8  

拡張秦式  1.2 km  18.7  

帯域外 
自由空間  1.3 km  -10.1 

拡張秦式  1.2 km  -10.2 

FPU送信 

（山間部） 

陸上移動中継局 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 1.2 km 12.2 

拡張秦式 1.3 km 12.3 

帯域外 
自由空間 1.2 km 3.3 

拡張秦式 1.3 km 3.4 

 

 

（２）音声 STL/TTL/TSL、監視制御回線との干渉検討（机上検討） 

表２．４．４－２に陸上移動中継局と音声STL/TTL/TSL、監視制御回線（以下、STLと表記）

との、隣接チャネル干渉の条件における所要改善量（ガードバンド０ MHzでの値）を示す。 

陸上移動中継局→STL（都市部）の干渉シナリオにおいて、帯域内干渉で対基地局送信は28.4 

dB、対移動局送信は26.6 dBの所要改善量が必要である。帯域外干渉で対基地局送信は-11.6 dB、

対移動局送信1.6 dBの所要改善量である。帯域内干渉については、ガードバンドが5 MHz程度

あれば、陸上移動中継局のスプリアス強度の実力値を考慮し、陸上移動中継局とSTLのアンテ

ナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行って、残りの所要改善量をマイナス、あるいは十

分に小さくすることができれば、共用可能である。また、それ以外の干渉シナリオ（STL（都

市部）／（山間部）→陸上移動中継局）は、帯域内干渉で最大26.5 dB、帯域外干渉で最大11.4 

dBの所要改善量となる。陸上移動中継局とSTLのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング

等を行って、残りの所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、共用
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可能である。 

 

表２．４．４－２ 陸上移動中継局との干渉検討モデル 

与干渉 被干渉 干渉形態 伝搬モデル 水平距離 
所要改善量 

（dB） 

陸上移動中継局 

対基地局送信 

STL受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 660 m 28.4 

拡張秦式 550 m 27.8 

帯域外 
自由空間 660 m -11.6 

拡張秦式 550 m -12.2 

陸上移動中継局 

対移動局送信 

STL受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 660 m 26.6 

拡張秦式 550 m 26.2 

帯域外 
自由空間 660 m 1.6 

拡張秦式 550 m 1.2 

STL送信 

（都市部） 

陸上移動中継局 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 630 m 26.5 

拡張秦式 550 m 26.1 

帯域外 
自由空間 630 m -2.4 

拡張秦式 550 m -2.8 

STL送信 

（都市部） 

陸上移動中継局 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 660 m 20.3 

拡張秦式 550 m 19.7 

帯域外 
自由空間 660 m 11.4 

拡張秦式 550 m 10.8 

陸上移動中継局 

対基地局送信 

STL受信 

（山間部） 

帯域内 
自由空間 3.4 km 15.6 

拡張秦式 3.7 km 15.8 

帯域外 
自由空間 3.4 km -24.4 

拡張秦式 3.7 km -24.2 

陸上移動中継局 

対移動局送信 

STL受信 

（山間部） 

帯域内 
自由空間 3.4 km 13.8 

拡張秦式 3.7 km 14.0 

帯域外 
自由空間 3.4 km -11.2 

拡張秦式 3.7 km -11.0 

STL送信 

（山間部） 

陸上移動中継局 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 3.4 km 13.7 

拡張秦式 3.7 km 13.9 

帯域外 
自由空間 3.4 km -11.0 

拡張秦式 3.7 km -15.2 

STL送信 

（山間部） 

陸上移動中継局 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 3.4 km 7.5 

拡張秦式 3.7 km 7.7 

帯域外 
自由空間 3.4 km -1.4 

拡張秦式 3.7 km -1.2 
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２．４．５ 小電力レピータとの干渉検討 

小電力レピータとの干渉検討モデルとして、図２．４．５－１の評価モデルを用いた。なお、

図中の放送事業用無線局のアンテナ高は、表２．４．２－１と同一である。また、拡張秦式を

用いる際には、都市部では Urbanモデル、山間部は Open areaモデルを使用した。 

与干渉局、被干渉局が１対１で対向する調査モデルでの検討を行い、アンテナパターン等を

考慮した上で最も干渉条件が厳しくなる水平距離の条件（結合損が最小となる条件、ただし水

平距離が 10 m 以上の条件）で、許容干渉電力に対する所要改善量の算出を行った。なお、同

一チャネル干渉の条件の評価は、移動局の場合と同様な共用条件が必要になると想定されるた

め省略し、隣接チャネル干渉条件の評価のみを行った。 

 

 

図２．４．５－１ 小電力レピータ陸上移動中継局との干渉検討モデル 

 

（１）音声 FPUとの干渉検討（机上検討） 

表２．４．５－１に小電力レピータと音声FPUとの、隣接チャネル干渉の条件における所要

改善量（ガードバンド０ MHzでの値）を示す。 

小電力レピータ→FPU都市部の干渉シナリオにおいて、帯域内干渉で対基地局送信は6.2 dB、

対移動局送信はマイナスの所要改善量となる。帯域外干渉はマイナスの所要改善量である。帯

域内干渉については、隣接チャネル漏洩電力の実力値、小電力レピータとFPUのアンテナ設置

条件のサイトエンジニアリング等を行って、残りの所要改善量をマイナス、あるいは十分に小

さくすることができれば、共用可能である。また、それ以外の干渉シナリオ（FPU（都市部）

／（山間部）→小電力レピータ）は、帯域内干渉で最大9.8 dB、帯域外干渉で最大0.9 dBであ

る。小電力レピータとFPUのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行って、残りの

所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、共用可能である。 

 

表２．４．５－１ 小電力レピータとの干渉検討モデル 

与干渉 被干渉 干渉形態 伝搬モデル 
水平 

距離 

所要改善量 

（dB） 

小電力レピータ 

対基地局送信 

FPU受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 3.5 km 6.2 

拡張秦式 630 m -20.3 

帯域外 
自由空間 3.5 km -40.8 

拡張秦式 630 m -67.3 

小電力レピータ
（一体型）

2m

x m

放送事業用無線局

アンテナ高

水平離隔距離
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小電力レピータ 

対移動局送信 

FPU受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 3.5 km -2.7 

拡張秦式 10 m -7.0 

帯域外 
自由空間 3.5 km -55.7 

拡張秦式 10 m -60.0 

FPU送信 

（都市部） 

小電力レピータ 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 920 m 8.4 

拡張秦式 10 m 4.5 

帯域外 
自由空間 920 m -20.5 

拡張秦式 10 m -24.4 

FPU送信 

（都市部） 

小電力レピータ 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 900 m 9.8 

拡張秦式 110 m -6.3 

帯域外 
自由空間 900 m 0.9 

拡張秦式 110 m -15.2 

FPU送信 

（山間部） 

小電力レピータ 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 1.4 km 4.8 

拡張秦式 1.4 km 4.9 

帯域外 
自由空間 1.4 km -24.1 

拡張秦式 1.4 km -24.0 

FPU送信 

（山間部） 

小電力レピータ 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 1.4 km 5.5 

拡張秦式 1.4 km 5.8 

帯域外 
自由空間 1.4 km -3.4 

拡張秦式 1.4 km -3.1 

 

 

（２）音声 STL/TTL/TSL、監視制御回線との干渉検討（机上検討） 

表２．４．５－２に小電力レピータと音声STL/TTL/TSL、監視制御回線（以下、STLと表記）

との、隣接チャネル干渉の条件における所要改善量（ガードバンド０ MHzでの値）を示す。 

小電力レピータ→STL（都市部）の干渉シナリオにおいて、帯域内干渉で対基地局送信は20.7 

dB、対移動局送信は11.1 dBの所要改善量が必要である。帯域外干渉はマイナスの所要改善量

である。帯域内干渉については、小電力レピータは比較的低出力のため、ガードバンドが10  

MHz程度有れば隣接チャネルの干渉電力を低減可能であり、小電力レピータとSTLのアンテナ設

置条件のサイトエンジニアリング等を行って、残りの所要改善量をマイナス、あるいは十分に

小さくすることができれば、共用可能である。また、それ以外の干渉シナリオ（STL（都市部）

／（山間部）→小電力レピータ）は、帯域内干渉で最大11.0 dB、帯域外干渉で最大3.7 dBで

ある。小電力レピータとSTLのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行って、残り

の所要改善量をマイナス、あるいは十分に小さくすることができれば、共用可能である。 

 

表２．４．５－２ 小電力レピータとの干渉検討モデル 

与干渉 被干渉 干渉形態 伝搬モデル 水平距離 
所要改善量 

（dB） 
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小電力レピータ 

対基地局送信 

STL受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 980 m 20.7 

拡張秦式 50 m 5.0 

帯域外 
自由空間 980 m -26.3 

拡張秦式 50 m -42.0 

小電力レピータ 

対移動局送信 

STL受信 

（都市部） 

帯域内 
自由空間 1.1 km 11.1 

拡張秦式 10 m 5.6 

帯域外 
自由空間 1.1 km -41.9 

拡張秦式 10 m -47.4 

STL送信 

（都市部） 

小電力レピータ 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 1.1 km 11.0 

拡張秦式 10 m 5.5 

帯域外 
自由空間 1.1 km -17.9 

拡張秦式 10 m -23.4 

STL送信 

（都市部） 

小電力レピータ 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 1.1 km 12.6 

拡張秦式 10 m -3.2 

帯域外 
自由空間 1.1 km 3.7 

拡張秦式 10 m -12.1 

小電力レピータ 

対基地局送信 

STL受信 

（山間部） 

帯域内 
自由空間 1.1 km 9.1 

拡張秦式 10 m 9.3 

帯域外 
自由空間 1.1 km -37.9 

拡張秦式 10 m -37.7 

小電力レピータ 

対移動局送信 

STL受信 

（山間部） 

帯域内 
自由空間 1.1 km 0.1 

拡張秦式 10 m 0.3 

帯域外 
自由空間 1.1 km -52.9 

拡張秦式 10 m -52.7 

STL送信 

（山間部） 

小電力レピータ 

対移動局受信 

帯域内 
自由空間 1.1 km -0.3 

拡張秦式 10 m 0.2 

帯域外 
自由空間 1.1 km -29.2 

拡張秦式 10 m -28.7 

STL送信 

（山間部） 

小電力レピータ 

対基地局受信 

帯域内 
自由空間 1.1 km 1.0 

拡張秦式 10 m 1.2 

帯域外 
自由空間 1.1 km -7.9 

拡張秦式 10 m -7.7 

 

 

２．４．６ 放送事業用無線局との干渉検討結果まとめ 

（１）同一チャネル干渉条件での共用条件 

基地局との干渉検討において、干渉シナリオに応じて、音声 FPU は約 30～60 dB、音声
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STL/TTL/TSL、監視制御回線は約 70～100 dBの所要改善量が必要な結果となった。また小セル

基地局を想定した場合でも、音声 FPU は約 30～50 dB、音声 STL/TTL/TSL、監視制御回線は約

60～70 dBの所要改善量が必要な結果となった。さらに、実機を用いた検討結果を踏まえると、、、

となる 

これらの所要改善量を解消するため、互いの無線局の離隔距離を確保する場合、伝搬損から

計算される所要離隔距離は非現実的な値となり、見通し以上の大きな離隔距離を確保する必要

があるという結果になる。現実的には、お互いの無線局が見通し外の関係となるような位置関

係で運用すれば、干渉が発生することはないと考えられることから、同一チャネルにおける共

存を図る場合には、見通し外での運用をすることが必要である。 

また、移動局、陸上移動中継局や小電力レピータは、基地局からの電波が受信できるエリア

で利用されるため、これらの無線局も放送事業用無線局とは、お互いに見通し外の位置関係で

運用されることで、共用可能になると考えられる 

 

（２）隣接チャネル干渉条件での共用条件 

 隣接チャネル干渉における、放送事業用無線局との干渉検討結果のまとめを表２．４．６－

１に示す。 

 

表２．４．６－１ 隣接チャネル干渉における放送事業用無線局との干渉検討結果 

与干渉 

 

被干渉 

携帯電話↑ 

（陸上移動局、中継

を行う無線局（基地

局対向器）） 

携帯電話↓ 

（基地局、中継を行

う無線局（陸上移動

局対向器）） 

音声FPU 

音声

STL/TTL/TSL、監

視制御回線 

携帯電話↑ 

（基地局、中継を行う

無線局（陸上移動局対

向器）） 

  
最小GB幅 

＊＊ MHz 

最小GB幅 

＊＊ MHz 

携帯電話↓ 

（陸上移動局、中継を

行う無線局（基地局対

向器）） 

  
最小GB幅 

＊＊ MHz 

最小GB幅 

＊＊ MHz 

音声FPU 
最小GB幅 

０MHz 

最小GB幅 

０MHｚ（※１） 

（※１）不要発射強

度の実力値の考慮

やサイトエンジニ

アリングにより共

用可能 

 - 

音声

STL/TTL/TSL、 

監視制御回線 

最小GB幅 

５MHz 

最小GB幅 

[５ or 10]MHz

（※２） 

-  
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（※２）フィルタの

挿入やサイトエン

ジニアリングによ

り共用可能 
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２．５ 衛星業務システムとの干渉検討 

２．５．１ 検討を実施する干渉形態 

２．１．１章に記載したように、3.4-4.2GHz帯において運用されている衛星業務用システム

は様々であるが、電気通信事業者が運用する衛星地球局は、日本全体で合計 45 サイトである

ことがわかっているため、これらのサイト個別のパラメータを用いて検討を行う。また、これ

らのサイトの多くは 3.6GHz 以上の帯域で運用されていることから、干渉検討についても、

3.4-3.6GHz帯と 3.6-4.2GHz帯に分けて検討を行う。 

まず、図２．５．１－１の１対１の対向モデルでの評価を行った。アンテナパターン等を考

慮した上で最も干渉条件が厳しくなる水平距離の条件（結合損が最小となる条件、ただし基地

局と陸上移動中継局、小電力レピータは水平距離が 10 m以上の条件）で、許容干渉電力に対

する所要改善量の算出を行った。さらに、所要改善量を低減させるため、いくつかのサイトを

例にとり、異なる伝搬式での検討、地形情報を考慮した検討、小セルでの検討など、いくつか

の追加検討による評価を行っている。

  

図２．５．１－１ 衛星地球局との干渉検討モデル 

 

２．５．２ 基地局→衛星地球局の干渉検討 

（１）１対１対向モデルでの干渉検討 

 表２．５．２－１に、基地局の送信周波数帯が 3,400-3,600 MHz である場合の、1 対１対向

モデルでの干渉検討結果を示す。 

同一チャネル干渉となる条件（45サイトのうち、９サイトが該当）では、結合損が最小とな

る各水平距離で、約 60から 90 dB程度の所要改善量が必要との結果となった。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、帯域内干渉についてはガードバンドが 10 MHz 以上の

条件においては、基地局へのフィルタ挿入により所要改善量はマイナスとなり、衛星地球局の

許容干渉レベルを満たすことができる。ガードバンドが０MHz の条件では、衛星地球局により

所要改善量の値が異なるが、最大で 25 km程度の離隔距離を確保する必要があることが分かる。

また、帯域外干渉については、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、最大で 20 km程

度の離隔距離を確保する必要があることが分かる。 

 

x m

アンテナ高

第４世代携帯電話
無線局

衛星地球局

アンテナ高

水平離隔距離



 
 

- 68 -

 

表２．５．２－１ １対１対向モデルでの干渉検討：基地局の送信周波数帯が3,400-3,600MHzの場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準ともI/N=-12.2dBの場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準をI/N=-20dBとする場合には、所要改善量が7.8dB増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

基地局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガードバ

ンド幅 

（MHz） 

干渉形態 
水平距離 

（m） 

所要改善量* 

（dB） 

所要改善量 0となる

水平距離 (m) 

（フィルタ適用に

よる改善が見込め

ない条件のみ記載、

同一 CHも未記載） 

基地局フィルタ 

挿入後の 

所要改善量 (dB) 

1 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 400 22.4 － -90.6 

帯域外干渉 400 19.9 7,800 － 

2 3420-4200 3400-3600 
隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 22.2 6,500 － 

10 帯域内干渉 200 16.9 － -21.2 

0, 10 帯域外干渉 200 14.0 2,600 － 

同一 CH － 帯域内干渉 200 66.4 － － 

3 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 300 7.2 － -105.8 

帯域外干渉 300 6.6 400 － 

4 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 
100 

帯域内干渉 800 -1.3 － -114.3 

帯域外干渉 800 -1.5 800 － 

0, 10 帯域外干渉 800 -1.5 800 － 

5 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 100 26.1 － -87.0 

帯域外干渉 100 25.9 2,100 － 

6 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 19.3 － -59.9 

帯域外干渉 100 22.4 9,000 － 
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7 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 22.6 － -56.6 

帯域外干渉 100 16.6 9,000 － 

8 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 22.2 － -57.0 

帯域外干渉 100 7.9 500 － 

9 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 500 60.5 － － 

10 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 500 24.3 － -88.8 

帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

11 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 500 24.3 － -88.8 

帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

12 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 500 24.3 － -88.8 

帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

13 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 500 74.5 － － 

14 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 500 74.5 － － 

15 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 100 21.8 － -91.2 

帯域外干渉 100 16.1 1,700 － 

16 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 100 21.8 - -91.2 

帯域外干渉 100 16.1 1,700 － 

17 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 100 30.4 － -82.7 

帯域外干渉 100 21.8 12,000 － 

18 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 500 15.6 － -97.5 

帯域外干渉 500 -0.5 500 － 

19 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 600 15.0 - -98.1 

帯域外干渉 600 -1.0 600 － 

20 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520 
帯域内干渉 700 -3.0 － -116.1 

帯域外干渉 700 -1.8 700 － 
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21 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520 
帯域内干渉 300 4.6 － -108.5 

帯域外干渉 300 5.3 400 - 

22 3685-4200 3400-3600 隣接 CH 85 
帯域内干渉 3,000 13.3 － -95.7 

帯域外干渉 3,000 一部パラメータ不明のため未検討 － 

23 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 300 15.9 － -63.3 

帯域外干渉 300 13.6 21,000 － 

24 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 300 10.8 - -68.5 

帯域外干渉 300 6.9 1,900 － 

25 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 300 15.8 － -63.4 

帯域外干渉 300 13.5 21,000 － 

26 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 300 9.9 － -103.2 

帯域外干渉 300 7.7 2,900 - 

27 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 300 10.5 － -102.5 

帯域外干渉 300 5.4 400 － 

28 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 200 65.5 － － 

29 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 200 62.2 － － 

30 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 300 10.0 － -69.3 

帯域外干渉 300 7.0 400 － 

31 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 200 6.9 － -72.3 

帯域外干渉 200 6.0 400 － 

32 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 19.3 24,000 － 

10 帯域内干渉 300 14.0 － -24.1 

0, 10 帯域外干渉 300 13.1 9,600 － 

33 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 
0 帯域内干渉 300 14.1 900 － 

10 帯域内干渉 300 8.8 － -29.3 
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0, 10 帯域外干渉 300 8.1 500 － 

34 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 17.6 700 － 

10 帯域内干渉 200 12.3 － -25.8 

0, 10 帯域外干渉 200 10.0 400 － 

35 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 200 12.8 － -66.5 

帯域外干渉 200 9.8 400 － 

36 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 35.2 － -44.1 

帯域外干渉 100 31.8 2,900 － 

37 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 -2.4 － -81.6 

帯域外干渉 100 19.4 2,400 － 

38 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 － － － － 

帯域外干渉 200 8.9 300 - 

39 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 200 -10.8 － -90.0 

帯域外干渉 200 9.9 300 - 

40 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 100 -0.6 - -79.8 

帯域外干渉 100 21.8 2,200 - 

41 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25 
帯域内干渉 200 -14.4 － -93.6 

帯域外干渉 200 9.5 300 － 

42 3400-4200 3400-3600 同一 CH － － 100 69.9 － － 

43 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100 
帯域内干渉 100 19.2 － -93.9 

帯域外干渉 100 11.4 1,600 － 

44 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 100 91.4 － － 

45 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 100 58.3 － － 
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 次に、表２．５．２－２に、基地局の送信周波数帯が 3,600-4,200 MHz である場合の、

１対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。なお、3,400-3,600 MHz の場合に、同一チャ

ネル干渉の条件となった９サイトについては、同様な結論となるため、表の記載は省略し

た。 

 同一チャネル干渉の条件では、結合損が最小となる各水平距離で、約 35 から 90 dB 程度

の所要改善量が必要との結果となった。 

 一方、隣接チャネル干渉の条件では、帯域内干渉についてはガードバンド10 MHzを確保

して利用すれば、基地局へのフィルタ挿入により所要改善量はマイナスとなり、衛星地球

局の許容干渉レベルを満たすことができる。ガードバンドが０MHzの条件では、衛星地球局

により所要改善量の値が異なるが、最大で60 km程度の離隔距離を確保する必要があること

が分かる。また、帯域外干渉については、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、

最大で20 km程度の離隔距離を確保する必要があることが分かる。 
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表２．５．２－２ １対１対向モデルでの干渉検討（基地局の送信周波数帯が3,600-4,200MHzの場合） 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準ともI/N=-12.2dBの場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準をI/N=-20dBとする場合には、所要改善量が7.8dB増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

基地局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 
水平距離 

（m） 

所要改善量* 

（dB） 

所要改善量 0とな

る水平距離 (m) 

（フィルタ適用に

よる改善が見込め

ない条件のみ記載、

同一 CHも未記載） 

基地局フィルタ 

挿入後の 

所要改善量（dB） 

1 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 400 71.9 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 400 27.7 19,000 － 

10 帯域内干渉 400 22.4 － -15.7 

0, 10 帯域外干渉 400 19.9 7,800 － 

3 3700-3720 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 56.7 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 12.5 500 － 

10 帯域内干渉 300 7.2 － -30.9 

0, 10 帯域外干渉 300 6.6 400 － 

4 3700-3720 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 800 48.2 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 800 4.0 1,000 － 

10 帯域内干渉 800 -1.3 － -39.4 

0, 10 帯域外干渉 800 -1.5 800 － 

5 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 75.5 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 31.3 3,700 － 

10 帯域内干渉 100 26.1 － -12.0 

0, 10 帯域外干渉 100 25.9 2,100 － 
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6 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 68.7 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 24.5 12,000 － 

10 帯域内干渉 100 19.3 － -18.8 

0, 10 帯域外干渉 100 22.4 9,000 － 

7 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 72.0 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 27.8 32,000 － 

10 帯域内干渉 100 22.6 - -15.6 

0, 10 帯域外干渉 100 16.6 9,000 － 

8 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 71.6 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 27.4 5,900 － 

10 帯域内干渉 100 22.2 － -16.0 

0, 10 帯域外干渉 100 7.9 500 － 

10 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 500 73.8 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 500 29.6 34,000 － 

10 帯域内干渉 500 24.3 － -13.8 

0, 10 帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

11 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 500 73.8 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 500 29.6 34,000 － 

10 帯域内干渉 500 24.3 － -13.8 

0, 10 帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

12 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 500 73.8 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 500 29.6 34,000 － 

10 帯域内干渉 500 24.3 － -13.8 

0, 10 帯域外干渉 500 13.4 5,200 － 

15 3700-4200 3600-4200 同一 CH － 帯域内干渉 100 71.3 － － 
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隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 27.1 7,700 － 

10 帯域内干渉 100 21.8 － -16.3 

0, 10 帯域外干渉 100 16.1 1,700 － 

16 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 71.3 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 27.1 7,700 － 

10 帯域内干渉 100 21.8 － -16.3 

0, 10 帯域外干渉 100 16.1 1,700 － 

17 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 79.8 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 35.6 57,000 － 

10 帯域内干渉 100 30.4 － -7.8 

0, 10 帯域外干渉 100 21.8 12,000 － 

18 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 500 65.0 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 500 20.8 11,000 － 

10 帯域内干渉 500 15.6 500 -22.6 

0, 10 帯域外干渉 500 -0.5 － － 

19 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 600 64.5 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 600 20.3 12,000 － 

10 帯域内干渉 600 15.0 － -23.1 

0, 10 帯域外干渉 600 -1.0 600 － 

20 4120-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 700 46.4 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 700 2.2 900 － 

10 帯域内干渉 700 -3.0 － -41.2 

0, 10 帯域外干渉 700 -1.8 700 － 

21 4120-4200 3600-4200 
同一 CH － 帯域内干渉 300 54.0 － － 

隣接 CH 0 帯域内干渉 300 9.8 400 － 
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10 帯域内干渉 300 4.6 － -33.6 

0, 10 帯域外干渉 300 5.3 400 － 

22 3685-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 3,000 62.7 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 3,000 18.5 63,000 － 

10 帯域内干渉 3,000 13.3 － -24.9 

0, 10 帯域外干渉 一部パラメータ不明のため未検討 

23 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 65.4 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 21.2 46,000 － 

10 帯域内干渉 300 15.9 － -22.2 

0, 10 帯域外干渉 300 13.6 21,000 － 

24 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 60.2 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 16.0 14,000 － 

10 帯域内干渉 300 10.8 － -27.4 

0, 10 帯域外干渉 300 6.9 1,900 － 

25 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 65.3 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 21.1 46,000 － 

10 帯域内干渉 300 15.8 － -22.3 

0, 10 帯域外干渉 300 13.5 21,000 － 

26 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 59.4 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 15.2 12,000 － 

10 帯域内干渉 300 9.9 － -28.2 

0, 10 帯域外干渉 300 7.7 2,900 － 

27 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 60.0 － － 

隣接 CH 
0 帯域内干渉 300 15.8 12,000 － 

10 帯域内干渉 300 10.5 － -27.6 
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0, 10 帯域外干渉 300 5.4 400 － 

30 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 300 59.4 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 300 15.2 5,900 － 

10 帯域内干渉 300 10.0 － -28.2 

0, 10 帯域外干渉 300 7.0 400 － 

31 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 200 56.3 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 12.1 4,800 － 

10 帯域内干渉 200 6.9 － -31.2 

0, 10 帯域外干渉 200 6.0 400 － 

32 3599-4200 3600-4200 同一 CH － 帯域内干渉 300 63.5 － － 

33 3599-4200 3600-4200 同一 CH － 帯域内干渉 300 58.3 － － 

34 3599-4200 3600-4200 同一 CH － 帯域内干渉 200 61.8 － － 

35 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 200 62.2 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 18.0 5,700 － 

10 帯域内干渉 200 12.8 － -25.4 

0, 10 帯域外干渉 200 9.8 400 － 

36 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 84.6 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 40.4 7,600 － 

10 帯域内干渉 100 35.2 － -3.0 

0, 10 帯域外干渉 100 31.8 2,900 － 

37 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 47.1 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 2.9 300 － 

10 帯域内干渉 100 -2.4 － -40.5 

0, 10 帯域外干渉 100 19.4 2,400 - 

38 3625-4200 3600-4200 同一 CH － 帯域内干渉 一部パラメータ不明のため未検討 
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隣接 CH 

0 帯域内干渉 

10 帯域内干渉 

0, 10 帯域外干渉 200 8.9 300 － 

39 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 200 38.7 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 -5.5 － － 

10 帯域内干渉 200 -10.8 － -48.9 

0, 10 帯域外干渉 200 9.9 300 － 

40 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 48.8 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 4.6 300 － 

10 帯域内干渉 100 -0.6 － -38.8 

0, 10 帯域外干渉 100 21.8 2,200 － 

41 3625-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 200 35.1 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 200 -9.1 － － 

10 帯域内干渉 200 -14.4 － -52.5 

0, 10 帯域外干渉 200 9.5 300 － 

43 3700-4200 3600-4200 

同一 CH － 帯域内干渉 100 68.6 － － 

隣接 CH 

0 帯域内干渉 100 24.4 9,200 － 

10 帯域内干渉 100 19.2 － -19.0 

0, 10 帯域外干渉 100 11.4 1,600 － 
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（２）所要改善量を低減するための追加検討 

（ア）地形情報を加味した場合の干渉検討 

 衛星地球局周辺の地形情報を加味した場合の検討も行った。この検討では、衛星地球局

の仰角、方位角を考慮したアンテナパターンを設定し、衛星地球局を取り囲む 1.5 km2 メ

ッシュ毎に基地局１局を設置した場合に、各メッシュの基地局からの衛星地球局に与える

干渉量が、許容干渉レベルを満たすかどうかを地図上に描画した。各メッシュから衛星地

球局までの伝搬損は、自由空間伝搬に加え、遮蔽損（近接リッジ損）や山岳回折損を考慮

した。 

 図２．５．２－２に、同一チャネル干渉の場合に、基地局を１局設置した場合に、衛星

地球局の許容干渉レベルを超えるメッシュを地図上に塗りつぶした場合の結果を示す。左

図は２．２．１章に記載の通常の基地局を設置した場合、右図は小セル基地局のパラメー

タ（空中線電力：20 dBm/MHz、空中線利得：５ dBi、給電線損失：０ dBi、アンテナ指向

性：オムニ、空中線高：10 m）を用いた場合である。この図より、通常の基地局を設置す

る場合には、半径 40 km 圏内のほとんどの場所で、衛星地球局の許容干渉レベルを満たす

ことができないとともに、標高が高く見通しがきく条件では、130 km 程度の離隔距離の場

合でも許容干渉レベルを満たせない地点があり得ることが分かる。一方、小セル基地局を

設置する場合には、許容干渉レベルを満たせないエリアが減少しており、共用可能性を改

善する手法として有効であることが分かる。 

 

図２．５．２－２ 同一チャネル干渉の影響 

（左図は通常の基地局、右図は小セル基地局） 

 

 図２．５．２－３に、隣接チャネル干渉の条件として、基地局１局の不要発射レベル（ガ

ードバンド０MHz）の影響で、衛星地球局の許容干渉レベルを超えるメッシュを地図上に塗

りつぶした場合の結果を示す。通常の基地局の条件、及び小セル基地局の双方を考慮した。

これらの図より、地形情報を考慮した検討を行うと、衛星地球局の許容干渉レベルを満た

すことが出来ないエリアは、限定的となることが分かる。さらに、通常基地局よりも小セ

ル基地局の方が、当該エリアの大きさがさらに減少していることが分かる。 
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通常の基地局の場合 

 

小セル基地局の場合 

図２．５．２－３ 隣接チャネル干渉の影響 

（許容干渉レベルとして、左図は I/N = -12.2 dB、右図は I/N = -20 dB） 

 

（イ）検討対象エリアに応じた伝搬式での干渉検討 

 大都市の中心部のような平均建物が高いエリアに、アンテナ高の低い小セル基地局を設

置する場合には、建物の遮蔽による見通し外環境が基本となるため、自由空間損失では干

渉の影響を過大に評価してしまう可能性がある。この点を踏まえ、伝搬式として２．２．

５章で説明した拡張秦式を用いた場合と、自由空間損失を用い場合の比較結果を、図２．

５．２－４に示す。小セル基地局のパラメータとして、空中線電力：20 dBm /MHz、空中線

利得：５ dBi、給電線損失：０ dBi、アンテナ指向性：オムニ、空中線高：10m または５ m 
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を設定した。この図より、拡張秦式の適用により所要改善量が大きく改善しており、検討

対象エリアに応じて適切な伝搬式を用いることが有効であることが分かる。 

 

 

図２．５．２－４ 用いる伝搬式の影響 

（同一チャネル干渉、小セル基地局のアンテナ高が左図は 10 m、右図は 5 m） 

 

（ウ）複数基地局の場合の干渉検討 

第４世代移動通信システムのエリア展開を行うにあたっては、複数の基地局が設置され

るため、衛星地球局への干渉の影響もこの点を考慮する必要がある。そこで、簡易的に、

衛星地球局の許容干渉レベルを、10 dB 刻みで下げていった場合に、地図上の塗りつぶし

エリアがどのように変化するかを、図２．５．２－５に示す。図において、許容干渉レベ

ル I/N = -12.2 dB（または-20 dB）に対して、10 dB 低い条件で塗りつぶされるメッシュ

内に基地局を 10 局設置すると、衛星地球局の許容干渉レベルを超える可能性があることを

示している。同様に、20 dB 低い条件で塗りつぶされるメッシュ内に基地局を 100 局、30 dB

低い条件で塗りつぶされるメッシュ内に 1,000 局設置すると、衛星地球局の許容干渉レベ

ルを超える可能性があることを示している。これらの図より、基地局の設置局数が増える

につれて、許容干渉レベルを満たせないエリア範囲が徐々に広がっていく様子が分かる。 
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図２．５．２－５ 複数の基地局からの干渉影響（通常の基地局） 

（許容干渉レベルとして、左図は I/N = -12.2 dB、右図は I/N = -20 dB） 

 

同様な評価を、小セル基地局を用いた場合に行った結果を、図２．５．２－６に示す。

複数の基地局からの干渉の影響を考慮する場合においても、衛星地球局の許容干渉レベル

を超えるエリアの広がり方が、通常の基地局を設置する場合に比較して、緩やかであるこ

とが確認できる。 
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図２．５．２－６ 複数の基地局からの干渉影響（通常の基地局） 

（許容干渉レベルとして、左図は I/N = -12.2 dB、右図は I/N = -20 dB） 

 

２．５．３ 移動局→衛星地球局の干渉検討 

（１）１対１対向モデルでの干渉検討 

表２．５．３－１に、移動局の送信周波数帯が 3,400-3,600 MHz である場合の、1 対１

対向モデルでの干渉検討結果を示す。 

同一チャネル干渉となる条件（45 サイトのうち、９サイトが該当）では、結合損が最小

となる各水平距離で、約 40 から 50 dB 程度の所要改善量が必要であり、最大で 50 km 程度

の離隔距離を確保する必要があることが分かる。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、帯域内干渉、帯域外干渉とも衛星地球局により所

要改善量の値が異なるが、最大で 600 m 程度の離隔距離を確保する必要があることが分か

る。 

 

表２．５．３－１ １対１対向モデルでの干渉検討： 

移動局の送信周波数帯が3,400-3,600MHzの場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準ともI/N=-12.2dBの場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準をI/N=-20dBとする場合には、所要改善量が7.8dB増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

移動局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離  

(m) 

所要 

改善量  

(dB)* 

所要改善量 0 

となる 

水平距離 

（m） 

1 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 7.4 122 

帯域外干渉 10 -10.2 10 

2 3420-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  帯域内干渉 10 17.0 363 
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帯域外干渉 10 -9.7 10 

同一 CH － 帯域内干渉 10 47.0 11,752 

3 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 -5.4 10 

帯域外干渉 10 -11.8 10 

4 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 -12.2 10 

帯域外干渉 10 -12.2 10 

5 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 4.0 50 

帯域外干渉 10 -10.6 10 

6 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 2.6 62 

帯域外干渉 10 -8.6 10 

7 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 4.1 83 

帯域外干渉 10 -16.4 10 

8 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 6.9 91 

帯域外干渉 10 -20.0 10 

9 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 10 44.8 10,430 

10 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 5.6 97 

帯域外干渉 10 -19.3 10 

11 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 5.6 97 

帯域外干渉 10 -19.3 10 

12 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 5.6 97 

帯域外干渉 10 -19.7 10 

13 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 46.8 21,248 

14 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 46.8 21,248 

15 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 5.4 113 

帯域外干渉 10 -15.9 10 

16 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 5.4 113 

帯域外干渉 10 -15.9 10 

17 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 8.2 383 

帯域外干渉 10 -15.4 10 

18 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 6.7 113 

帯域外干渉 10 -25.0 10 

19 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 6.0 110 

帯域外干渉 10 -25.7 10 

20 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 10 -13.3 10 

帯域外干渉 10 -10.4 10 

21 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 10 -7.2 10 

帯域外干渉 10 -11.1 10 

22 3685-4200 3400-3600 隣接 CH 85.0  
帯域内干渉 10 -4.6 10 

帯域外干渉 一部パラメータ不明のため未検討 
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23 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -3.0 10 

帯域外干渉 10 -6.7 10 

24 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -0.9 10 

帯域外干渉 10 -10.3 10 

25 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -3.2 10 

帯域外干渉 10 -6.7 10 

26 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 -0.7 10 

帯域外干渉 10 -12.1 10 

27 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 0.7 51 

帯域外干渉 10 -17.2 10 

28 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 41.2 12,930 

29 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 39.1 35,582 

30 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -2.7 10 

帯域外干渉 10 -12.3 10 

31 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -3.9 10 

帯域外干渉 10 -14.4 10 

32 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 6.1 565 

帯域外干渉 10 -7.7 10 

33 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 6.1 240 

帯域外干渉 10 -7.7 10 

34 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 9.1 303 

帯域外干渉 10 -11.4 10 

35 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -0.9 10 

帯域外干渉 10 -13.4 10 

36 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 8.8 97 

帯域外干渉 10 -9.2 10 

37 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -17.4 10 

帯域外干渉 10 -9.5 10 

38 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 一部パラメータ不明のため未検討 

帯域外干渉 10 -12.4 10 

39 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -24.7 10 

帯域外干渉 10 -14.5 10 

40 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -18.6 10 

帯域外干渉 10 -9.9 10 

41 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 10 -27.3 10 

帯域外干渉 10 -14.1 10 

42 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 45.1 18,964 

43 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10 2.5 67 

帯域外干渉 10 -21.0 10 



 
 

- 86 -

44 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 50.3 15,255 

45 3400-4200 3400-3600 同一 CH － 帯域内干渉 10 38.1 21,681 

 

次に、表２．５．３－２に、移動局の送信周波数帯が 3,600-4,200 MHz である場合の、

１対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。なお、3,400-3,600 MHz の場合に、同一チャ

ネル干渉の条件となった９サイトについては、同様な結論となるため、表の記載は省略し

た。 

同一チャネル干渉となる条件では、結合損が最小となる各水平距離で、最大 50 dB 程度

の所要改善量が必要であり、最大で 100 km 程度の離隔距離を確保する必要があることが分

かる。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、帯域内干渉、帯域外干渉とも衛星地球局により所

要改善量の値が異なるが、最大で3 km程度の離隔距離を確保する必要があることが分かる。 

 

表２．５．３－２ １対１対向モデルでの干渉検討： 

移動局の送信周波数帯が 3,600-4,200MHz の場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準とも I/N=-12.2dB の場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準を I/N=-20dB とする場合には、所要改善量が 7.8dB 増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

移動局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離  

(m) 

所要 

改善量  

(dB) 

所要改善量 0 

となる 

水平距離 

（m） 

1 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 47.8 34,343 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 17.8 916 

帯域外干渉 10 -10.2 10 

3 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 35.1 7,813 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 5.1 207 

帯域外干渉 10 -11.8 10 

4 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 28.3 7,834 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -1.7 10 

帯域外干渉 10 -12.2 10 

5 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 44.4 6,688 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 14.4 206 

帯域外干渉 10 -10.6 10 

6 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 43.0 20,239 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 13.0 557 

帯域外干渉 10 -8.6 10 

7 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 44.5 11,836 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 14.5 342 

帯域外干渉 10 -16.4 10 
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8 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 47.3 10,621 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 17.3 333 

帯域外干渉 10 -20.0 10 

10 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 46.0 14,009 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 16.0 372 

帯域外干渉 10 -19.3 10 

11 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 46.0 14,673 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 16.0 372 

帯域外干渉 10 -19.3 10 

12 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 46.0 15,557 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 16.0 379 

帯域外干渉 10 -19.7 10 

15 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 45.8 13,986 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 15.8 437 

帯域外干渉 10 -15.9 10 

16 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 45.8 18,455 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 15.8 445 

帯域外干渉 10 -15.9 10 

17 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 48.7 102,270 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 18.7 2,714 

帯域外干渉 10 -15.4 10 

18 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 47.1 18,620 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 17.1 473 

帯域外干渉 10 -25.0 10 

19 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 46.4 21,208 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 16.4 531 

帯域外干渉 10 -25.7 10 

20 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 27.2 6,800 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -2.8 10 

帯域外干渉 10 -10.4 10 

21 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 33.3 6,167 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 3.3 141 

帯域外干渉 10 -11.1 10 

22 3685-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 35.8 113,973 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 5.8 1,811 

帯域外干渉 一部パラメータ不明のため未検討 

23 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 37.5 84,070 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 7.5 1,068 

帯域外干渉 10 -6.7 10 
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24 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 39.5 25,478 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 9.5 437 

帯域外干渉 10 -10.3 10 

25 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 37.2 63,325 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 7.2 656 

帯域外干渉 10 -6.7 10 

26 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 39.8 25,111 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 9.8 518 

帯域外干渉 10 -12.1 10 

27 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 41.1 21,153 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 11.1 422 

帯域外干渉 10 -17.2 10 

30 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 37.8 13,938 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 7.8 311 

帯域外干渉 10 -12.3 10 

31 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 36.5 11,198 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 6.5 224 

帯域外干渉 10 -14.4 10 

32 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 10 36.1 43,474 

33 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 10 36.1 17,422 

34 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 10 39.1 11,325 

35 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 39.5 13,220 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 9.5 322 

帯域外干渉 10 -13.4 10 

36 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 49.3 13,649 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 19.3 366 

帯域外干渉 10 -9.2 10 

37 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 23.0 627 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -7.0 10 

帯域外干渉 10 -9.5 10 

38 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 
一部パラメータ不明のため未検討 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 

帯域外干渉 10 -12.4 10 

39 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 15.7 657 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -14.3 10 

帯域外干渉 10 -14.5 10 

40 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 21.9 540 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -8.1 10 

帯域外干渉 10 -9.9 10 
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41 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 13.1 450 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 -16.9 10 

帯域外干渉 10 -14.1 10 

43 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10 42.9 16,624 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 12.9 354 

帯域外干渉 10 -21.0 10 
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２．５．４ 陸上移動中継局→衛星地球局の干渉検討 

（１）１対１対向モデルでの干渉検討 

表２．５．４－１に、陸上移動中継局の送信周波数帯が3,400-3,600 MHzである場合の、

1対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。陸上移動中継局の評価においては、より干渉条

件の厳しい、移動局対向器送信（下り）の条件での評価を行った。 

同一チャネル干渉となる条件（45 サイトのうち、９サイトが該当）では、結合損が最小

となる各水平距離で、約 50 から 70 dB 程度の所要改善量が必要との結果となった。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、帯

域内干渉については最大で 35 dB 程度、帯域外干渉は最大で 15 dB 程度となった。帯域内

干渉については、ガードバンドが５ MHz 程度あれば、陸上移動中継局のスプリアス強度の

実力値を考慮し、陸上移動中継局のアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行え

ば、所要改善量を満たすことができると考えられる。また帯域外干渉についても、陸上移

動中継局のアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行えば、所要改善量を満たす

ことができると考えられる。 

 

表２．５．４－１ １対１対向モデルでの干渉検討： 

陸上移動中継局の送信周波数帯が 3,400-3,600MHz の場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準とも I/N=-12.2dB の場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準を I/N=-20dB とする場合には、所要改善量が 7.8dB 増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz）. 

陸上移動 

中継局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離  

(m) 

所要 

改善量 

(dB)* 

1 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 140 28.6 

帯域外干渉 140 8.7 

2 3420-4200 3400-3600 
隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 80 27.1 

帯域外干渉 80 6.2 

同一 CH - 帯域内干渉 80 65.6 

3 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 280 12.9 

帯域外干渉 280 -4.5 

4 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 700 5.3 

帯域外干渉 700 -9.3 

5 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 60 24.2 

帯域外干渉 60 7.4 

6 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 300 22.6 

帯域外干渉 300 7.8 

7 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 170 29.7 

帯域外干渉 170 5.7 

8 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  帯域内干渉 70 27.4 
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帯域外干渉 70 -4.2 

9 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 110 62.1 

10 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.6 

11 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.6 

12 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.5 

13 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 150 70.5 

14 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 150 70.5 

15 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 130 24.5 

帯域外干渉 130 1.3 

16 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 130.0 26.9 

帯域外干渉 130.0 3.6 

17 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 180.0 30.4 

帯域外干渉 180.0 4.6 

18 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10.0 33.3 

帯域外干渉 10.0 0.5 

19 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 10.0 32.7 

帯域外干渉 10.0 -0.1 

20 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 640.0 4.0 

帯域外干渉 640.0 -9.0 

21 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 300.0 13.8 

帯域外干渉 300.0 -2.6 

22 3685-4200 3400-3600 隣接 CH 85.0  

帯域内干渉 670.0 20.5 

帯域外干渉 
一部パラメータ不

明のため未検討 

23 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 330.0 20.5 

帯域外干渉 330.0 1.1 

24 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 350.0 16.7 

帯域外干渉 350.0 -4.0 

25 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 390.0 21.4 

帯域外干渉 390.0 1.9 

26 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 350.0 17.8 

帯域外干渉 350.0 -2.0 

27 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 250.0 21.5 

帯域外干渉 250.0 -1.6 

28 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 380.0 59.8 

29 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 390.0 59.7 
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30 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 310.0 15.1 

帯域外干渉 310.0 -4.9 

31 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 230.0 16.9 

帯域外干渉 230.0 -1.2 

32 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 410.0 17.3 

帯域外干渉 410.0 -0.7 

33 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 400.0 12.4 

帯域外干渉 400.0 -4.1 

34 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 230.0 17.7 

帯域外干渉 230.0 -2.2 

35 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 230.0 18.0 

帯域外干渉 230.0 -2.5 

36 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 50.0 34.0 

帯域外干渉 50.0 13.1 

37 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 70.0 5.6 

帯域外干渉 70.0 9.5 

38 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 

一部パラメータ不

明のため未検討 

帯域外干渉 180.0 -0.8 

39 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 210.0 -6.0 

帯域外干渉 210.0 -2.4 

40 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 70.0 3.7 

帯域外干渉 70.0 8.9 

41 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 190.0 -6.5 

帯域外干渉 190.0 0.2 

42 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 140.0 64.0 

43 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 130.0 24.5 

帯域外干渉 130.0 -1.2 

44 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 40.0 72.8 

45 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 310.0 54.7 

 

表２．５．４－２に、陸上移動中継局の送信周波数帯が 3,600-4,200 MHz である場合の、

1 対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。陸上移動中継局の評価においては、より干渉

条件の厳しい、移動局対向器送信（下り）の条件での評価を行った。なお、3,400-3,600 MHz

の場合に、同一チャネル干渉の条件となった９サイトについては、同様な結論となるため、

表の記載は省略した。 

同一チャネル干渉となる条件では、結合損が最小となる各水平距離で、約 30 から 70 dB

程度の所要改善量が必要との結果となった。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、帯

域内干渉については最大で 35 dB 程度、帯域外干渉は最大で 15 dB 程度となった。帯域内
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干渉については、ガードバンドが５ MHz 程度あれば、陸上移動中継局のスプリアス強度の

実力値を考慮し、陸上移動中継局のアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行え

ば、所要改善量を満たすことができると考えられる。また帯域外干渉についても、陸上移

動中継局のアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行えば、所要改善量を満たす

ことができると考えられる。 

 

表２．５．４－２ １対１対向モデルでの干渉検討： 

陸上移動中継局の送信周波数帯が 3,400-3,600MHz の場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準とも I/N=-12.2dB の場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準を I/N=-20dB とする場合には、所要改善量が 7.8dB 増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz）. 

陸上移動 

中継局 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離  

(m) 

所要 

改善量 

(dB)* 

1 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 140 67.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 140 28.6 

帯域外干渉 140 8.7 

3 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 280 51.3 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 280 12.9 

帯域外干渉 280 -4.5 

4 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 700 43.7 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 700 5.3 

帯域外干渉 700 -9.3 

5 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 60 62.6 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 60 24.2 

帯域外干渉 60 7.4 

6 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 300 61.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 300 22.6 

帯域外干渉 300 7.8 

7 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 170 68.1 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 170 29.7 

帯域外干渉 170 5.7 

8 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70 65.8 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 27.4 

帯域外干渉 70 -4.2 

10 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 150 69.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.6 

11 3700-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 150 69.9 
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隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.6 

12 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 150 69.8 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 150 31.4 

帯域外干渉 150 2.5 

15 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 130 63.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 130 24.5 

帯域外干渉 130 1.3 

16 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 130.0 65.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 130 26.9 

帯域外干渉 130 3.6 

17 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 180.0 68.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 180 30.4 

帯域外干渉 180 4.6 

18 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10.0 71.8 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 33.3 

帯域外干渉 10 0.5 

19 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 10.0 71.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 10 32.7 

帯域外干渉 10 -0.1 

20 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 640.0 42.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 640 4.0 

帯域外干渉 640 -9.0 

21 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 300.0 52.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 300 13.8 

帯域外干渉 300 -2.6 

22 3685-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 670.0 59.0 

隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 670 20.5 

帯域外干渉 
一部パラメータ不明

のため未検討 

23 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 330.0 58.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 330 20.5 

帯域外干渉 330 1.1 

24 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 350.0 55.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 350 16.7 

帯域外干渉 350 -4.0 

25 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 390.0 59.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 390 21.4 

帯域外干渉 390 1.9 
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26 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 350.0 56.3 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 350 17.8 

帯域外干渉 350 -2.0 

27 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 250.0 59.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 250 21.5 

帯域外干渉 250 -1.6 

30 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 310.0 53.5 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 310 15.1 

帯域外干渉 310 -4.9 

31 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 230.0 55.3 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 230 16.9 

帯域外干渉 230 -1.2 

32 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 410.0 55.8 

33 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 400.0 50.9 

34 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 230.0 56.1 

35 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 230.0 56.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 230 18.0 

帯域外干渉 230 -2.5 

36 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 50.0 72.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 50 34.0 

帯域外干渉 50 13.1 

37 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70.0 44.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 5.6 

帯域外干渉 70 9.5 

38 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 一部パラメータ不明

のため未検討 
隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 

帯域外干渉 180 -0.8 

39 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 210.0 32.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 210 -6.0 

帯域外干渉 210 -2.4 

40 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70.0 42.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 3.7 

帯域外干渉 70 8.9 

41 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 190.0 31.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190 -6.5 

帯域外干渉 190 0.2 

43 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 130 62.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 130 24.5 

帯域外干渉 130 -1.2 
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２．５．５ 小電力レピータ→衛星地球局の干渉検討 

（１）１対１対向モデルでの干渉検討 

表２．５．５－１に、小電力レピータの送信周波数帯が3,400-3,600 MHzである場合の、

1対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。小電力レピータの評価においては、より干渉条

件の厳しい、基地局対向器送信（上り）の条件での評価を行った。 

同一チャネル干渉となる条件（45 サイトのうち、９サイトが該当）では、結合損が最小

となる各水平距離で、約 30 から 40 dB 程度の所要改善量が必要との結果となった。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、帯

域内干渉については最大で25 dB程度、帯域外干渉はマイナスとの結果になった。帯域内干

渉については、ガードバンドが５ MHz程度あれば、小電力レピータのスプリアス強度の実

力値を考慮し、小電力レピータのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行えば、

所要改善量を満たすことができると考えられる。 

 

表２．５．５－１ １対１対向モデルでの干渉検討： 

小電力レピータの送信周波数帯が 3,400-3,600MHz の場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準とも I/N=-12.2dB の場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準を I/N=-20dB とする場合には、所要改善量が 7.8dB 増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

小電力 

レピータ 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離 

 (m) 

所要 

改善量 

 (dB) 

1 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 100 19.5 

帯域外干渉 100 -15.4 

2 3420-4200 3400-3600 
隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 70 19.5 

帯域外干渉 70 -12.7 

同一 CH - 帯域内干渉 70 35.9 

3 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 220 6.5 

帯域外干渉 220 -11.8 

4 3700-3720 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 480 -0.4 

帯域外干渉 480 -11.8 

5 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 2,100 -9.9 

帯域外干渉 2,100 -14.3 

6 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 60 13.3 

帯域外干渉 60 -12.9 

7 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 120 19.7 

帯域外干渉 120 -20.4 

8 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  帯域内干渉 70 19.3 
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帯域外干渉 70 -21.9 

9 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 100 33.0 

10 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 100 20.8 

帯域外干渉 100 -22.7 

11 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 100 20.8 

帯域外干渉 100 -22.7 

12 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 100 20.7 

帯域外干渉 100 -23.6 

13 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 100 37.9 

14 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 100 37.9 

15 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 3,900 -7.9 

帯域外干渉 3,900 -24.7 

16 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 120.0 17.5 

帯域外干渉 120.0 -23.0 

17 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 210.0 24.5 

帯域外干渉 210.0 -19.4 

18 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 90.0 18.4 

帯域外干渉 90.0 -33.1 

19 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 100.0 17.5 

帯域外干渉 100.0 -33.5 

20 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 540.0 -2.3 

帯域外干渉 540.0 -11.1 

21 4120-4200 3400-3600 隣接 CH 520.0  
帯域内干渉 200.0 4.9 

帯域外干渉 200.0 -11.1 

22 3685-4200 3400-3600 隣接 CH 85.0  

帯域内干渉 610.0 13.5 

帯域外干渉 
一部パラメータ不

明のため未検討 

23 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 340.0 14.4 

帯域外干渉 340.0 -6.6 

24 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 190.0 11.5 

帯域外干渉 190.0 -10.6 

25 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 390.0 13.7 

帯域外干渉 390.0 -6.6 

26 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 310.0 10.1 

帯域外干渉 310.0 -12.8 

27 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 190.0 13.1 

帯域外干渉 190.0 -19.6 

28 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 300.0 30.4 

29 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 400.0 30.3 
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30 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 230.0 9.5 

帯域外干渉 230.0 -12.6 

31 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 200.0 7.9 

帯域外干渉 200.0 -14.8 

32 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 440.0 12.2 

帯域外干渉 440.0 -7.8 

33 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 220.0 8.2 

帯域外干渉 220.0 -7.9 

34 3599-4200 3400-3600 隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190.0 11.2 

帯域外干渉 190.0 -12.0 

35 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 190.0 11.5 

帯域外干渉 190.0 -14.3 

36 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 50.0 21.7 

帯域外干渉 50.0 -13.5 

37 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 70.0 -4.4 

帯域外干渉 70.0 -13.0 

38 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 

一部パラメータ不

明のため未検討 

帯域外干渉 140.0 -13.4 

39 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 190.0 -12.9 

帯域外干渉 190.0 -15.1 

40 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 70.0 -6.3 

帯域外干渉 70.0 -12.8 

41 3625-4200 3400-3600 隣接 CH 25.0  
帯域内干渉 150.0 -15.4 

帯域外干渉 150.0 -14.8 

42 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 120.0 33.5 

43 3700-4200 3400-3600 隣接 CH 100.0  
帯域内干渉 110.0 15.0 

帯域外干渉 110.0 -29.4 

44 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 40.0 39.6 

45 3400-4200 3400-3600 同一 CH - 帯域内干渉 270.0 26.2 

 

表２．５．５－２に、小電力レピータの送信周波数帯が 3,600-4,200 MHz である場合の、

1 対１対向モデルでの干渉検討結果を示す。小電力レピータの評価においては、より干渉

条件の厳しい、基地局対向器送信（上り）の条件での評価を行った。なお、3,400-3,600 MHz

の場合に、同一チャネル干渉の条件となった９サイトについては、同様な結論となるため、

表の記載は省略した。 

同一チャネル干渉となる条件では、結合損が最小となる各水平距離で、最大で 40 dB 程

度の所要改善量が必要との結果となった。 

一方、隣接チャネル干渉の条件では、衛星地球局により所要改善量の値が異なるが、帯

域内干渉については最大で 25 dB 程度、帯域外干渉はマイナスとの結果になった。帯域内
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干渉については、ガードバンドが５ MHz 程度あれば、小電力レピータのスプリアス強度の

実力値を考慮し、小電力レピータのアンテナ設置条件のサイトエンジニアリング等を行え

ば、所要改善量を満たすことができると考えられる。 

 

表２．５．５－２ １対１対向モデルでの干渉検討： 

小電力レピータの送信周波数帯が 3,600-4,200MHz の場合 

（* 同一、隣接チャネル干渉の保護基準とも I/N=-12.2dB の場合の値、 

隣接チャネル干渉の保護基準を I/N=-20dB とする場合には、所要改善量が 7.8dB 増加） 

衛

星

地

球

局 

衛星地球局 

受信周波数 

（MHz） 

小電力 

レピータ 

送信周波数 

（MHz） 

配置 

ガード 

バンド幅 

（MHz） 

干渉形態 

水平 

距離 

 (m) 

所要 

改善量 

 (dB) 

1 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 100 35.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 100 19.5 

帯域外干渉 100 -15.4 

3 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 220 22.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 220 6.5 

帯域外干渉 220 -11.8 

4 3700-3720 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 480 16.1 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 480 -0.4 

帯域外干渉 480 -11.8 

5 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 2,100 6.6 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 2,100 -9.9 

帯域外干渉 2,100 -14.3 

6 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 60 29.7 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 60 13.3 

帯域外干渉 60 -12.9 

7 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 120 36.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 120 19.7 

帯域外干渉 120 -20.4 

8 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70 35.7 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 19.3 

帯域外干渉 70 -21.9 

10 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 100 37.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 100 20.8 

帯域外干渉 100 -22.7 

11 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 100 37.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 100 20.8 

帯域外干渉 100 -22.7 
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12 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 100 37.1 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 100 20.7 

帯域外干渉 100 -23.6 

15 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 3,900 8.6 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 3,900 -7.9 

帯域外干渉 3,900 -24.7 

16 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 120.0 33.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 120 17.5 

帯域外干渉 120 -23.0 

17 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 210.0 40.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 210 24.5 

帯域外干渉 210 -19.4 

18 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 90.0 34.8 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 90 18.4 

帯域外干渉 90 -33.1 

19 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 100.0 34.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 100 17.5 

帯域外干渉 100 -33.5 

20 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 540.0 14.1 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 540 -2.3 

帯域外干渉 540 -11.1 

21 4120-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 200.0 21.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 200 4.9 

帯域外干渉 200 -11.1 

22 3685-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 610.0 30.0 

隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 610 13.5 

帯域外干渉 
一部パラメータ不

明のため未検討 

23 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 340.0 30.8 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 340 14.4 

帯域外干渉 340 -6.6 

24 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 190.0 27.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190 11.5 

帯域外干渉 190 -10.6 

25 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 390.0 30.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 390 13.7 

帯域外干渉 390 -6.6 

26 3700-4200 3600-4200 
同一 CH - 帯域内干渉 310.0 26.6 

隣接 CH 0.0  帯域内干渉 310 10.1 
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帯域外干渉 310 -12.8 

27 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 190.0 29.5 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190 13.1 

帯域外干渉 190 -19.6 

30 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 230.0 25.9 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 230 9.5 

帯域外干渉 230 -12.6 

31 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 200.0 24.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 200 7.9 

帯域外干渉 200 -14.8 

32 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 440.0 28.7 

33 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 220.0 24.6 

34 3599-4200 3600-4200 同一 CH - 帯域内干渉 190.0 27.7 

35 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 190.0 28.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190 11.5 

帯域外干渉 190 -14.3 

36 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 50.0 38.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 50 21.7 

帯域外干渉 50 -13.5 

37 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70.0 12.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 -4.4 

帯域外干渉 70 -13.0 

38 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 一部パラメータ不

明のため未検討 
隣接 CH 0.0  

帯域内干渉 

帯域外干渉 140 -13.4 

39 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 190.0 3.5 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 190 -12.9 

帯域外干渉 190 -15.1 

40 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 70.0 10.2 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 70 -6.3 

帯域外干渉 70 -12.8 

41 3625-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 150.0 1.0 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 150 -15.4 

帯域外干渉 150 -14.8 

43 3700-4200 3600-4200 

同一 CH - 帯域内干渉 110 31.4 

隣接 CH 0.0  
帯域内干渉 110 15.0 

帯域外干渉 110 -29.4 
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２．５．６ 衛星地球局との干渉検討結果まとめ 

（１）同一チャネル干渉条件での共用条件 

 

（２）隣接チャネル干渉条件での共用条件 

 

（３）衛星地球局への干渉軽減対策について 
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２．６ 航空機電波高度計との干渉検討 
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２．７ 干渉検討まとめ 

（１）最小ガードバンド幅 

表２．７－１に干渉検討のまとめを示す。 

 

表２．７－１ 干渉検討結果（まとめ） 

 与干渉 

 

 

被干渉 

携帯電話

↑ 

（陸上移動

局、中継を行

う無線局（基

地局対向

器）） 

携帯電話

↓ 

（基地局、中

継を行う無

線局（陸上移

動局対向

器）） 

放送監

視制御 

（Sバ

ンド） 

音声

FPU 

音声STL 

/TTL/TSL 

衛星系

システ

ム 

(↓) 

電波高度計シ

ステム 

携帯電話↑ 

（基地局、中

継を行う無

線局（陸上移

動局対向

器）） 

 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガードバ

ンド幅 

（※） 

携帯電話↓ 

（陸上移動

局、中継を行

う無線局（基

地局対向

器）） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガ

ードバ

ンド幅 

（※） 

最小ガードバ

ンド幅 

（※） 

放送監視

制御 

（Sバン

ド） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

     

音声FPU 最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

    

 

音声STL 

/TTL /TSL 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

最小ガー

ドバンド

幅 

（※） 

     

衛星系 

システム 

(↓) 

最小ガー

ドバンド

幅 

最小ガー

ドバンド

幅 
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（※） （※） 

電波高度

計システ

ム 

○ ○ － － － － － 
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第３章 既存の周波数帯における第４世代移動通信システム

（IMT-Advanced）相互間及び第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）

と他システムとの干渉検討 

３．１ 既存の携帯電話周波数への第４世代移動通信システムの導入 

第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）は、ITU-R の検討（報告 ITU-R M.2135）におい

ても、既存の携帯電話周波数（IMT 周波数）で運用可能であることが要求条件の１つとして規

定され、詳細無線仕様の検討が進められた。実際に完成した仕様（ITU-R勧告 M.2012）は、既

存の3.9世代移動通信システムをベースに機能拡張、新機能の追加という形で実現されており、

第４世代移動通信システムは、既存の携帯電話周波数へ導入することが可能となっている。 

本章では、第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）で規定された新技術を既存の携帯電

話周波数へ導入するにあたり、新たに干渉調査を実施する必要があるかどうかについて検討を

行った。 

 

３．２ 既存帯域へ導入することが期待されている新技術 

第２章での検討と同様に、ここでも第４世代移動通信（IMT-Advanced）システムとして、

LTE-Advanced に基づいた検討を行う。LTE-Advanced では、表１．２．３．１－１に示す５つ

の新技術（キャリアアグリゲーション、MIMO伝送技術の拡張、ヘテロジーニアスネットワーク、

セル間協調送受信、リレー伝送）の導入が期待されており、以下、それぞれの新技術について

考察を行った。 

３．２．１ キャリアアグリゲーション 

キャリアアグリゲーションは、複数の LTEキャリア（1キャリア当たり最大 20 MHz幅のチャ

ネル帯域幅）を束ねて同時に利用する技術である。束ねる LTEキャリアについては、異なる周

波数バンドにまたがって束ねる場合、同一の周波数バンド内で連続、または不連続の LTEキャ

リアを束ねる場合のいずれのケースにも対応している。また、下り回線（基地局送信→移動局

受信）、及び上り回線（移動局送信→基地局受信）の双方でサポートされている。 

（１）下り回線のキャリアアグリゲーション 

 下り回線のキャリアアグリゲーションは、基地局から複数の LTE キャリアを同時に送信し、

移動局（端末）がそれらの LTEキャリアを同時に受信することで実現される。キャリアアグリ

ゲーションする場合の基地局送信は、既存の LTE基地局が複数の LTEキャリアを送信している

状態と同一であり、基地局の干渉調査に関わる 3GPP 仕様の無線規格も、キャリアアグリゲー

ションの導入に伴って、従前の LTEから変更されている点はない。したがって、下り回線のキ

ャリアアグリゲーションの導入において、基地局間の共存条件、及び他システムとの共存条件

は、各周波数帯域で検討されてきた従前のLTE基地局の共存条件と同様である。以上の点から、

下り回線のキャリアアグリゲーションの導入に際して、新たな干渉調査の実施は不要である。 

 なお、下り回線のキャリアアグリゲーションにおいて、異なる周波数バンドの LTEキャリア
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を束ねる場合、移動局は受信信号から異なる周波数バンドの LTEキャリアを分別し、双方の周

波数バンドに対して受信処理を行う必要がある。異なる周波数バンドの LTEキャリアを分別す

る方法の１つとして、ダイプレクサ等のフィルタを用いることが想定されるが、このような追

加素子が挿入されると、送受信無線回路での信号電力減衰の影響が発生する。本影響を考慮し、

3GPP仕様では、移動局の最大空中線電力の偏差の下限値が、従来の LTE移動局の場合に比較し

て緩和されている。この緩和の影響は、移動局の最大空中線電力が低下する方向であり、従前

の共存条件を厳しくする条件とはならないため、新たな干渉調査の実施は不要である。ただし、

移動局の技術的条件の策定の観点からは、3GPP仕様との整合性を確保する形で、キャリアアグ

リゲーションに対応した移動局の最大空中線電力の偏差の下限値を規定することが望ましい。

当該緩和量は、キャリアアグリゲーションで組み合わせる周波数バンドや、複数のキャリアア

グリゲーションの組み合わせのサポート有無等の条件により異なっており、3GPP仕様が適宜更

新されることが想定される。したがって、今後新たに、国内で利用可能なキャリアアグリゲー

ションに対する規定追加等が行われた場合には、最大空中線電力の偏差の下限値の緩和が、従

前の干渉条件を厳しくするものではないことを踏まえ、新たな干渉調査を実施することなく、

国際的な整合性を確保する観点から、適切かつ速やかに、3GPP仕様の規定を技術基準に直接反

映していくことが望ましいと考えられる。 

（２）上り回線のキャリアアグリゲーション 

上り回線（移動局送信→基地局受信）のキャリアアグリゲーションは、移動局から複数のLTE

キャリアを同時に送信し、基地局がそれらのLTEキャリアを同時受信することで実現される。

異なる周波数バンドにまたがる複数のLTEキャリアの同時送信は、既存のLTEシステムの移動局

では実現されておらず、3GPPでも、詳細無線仕様の検討が順次進められている状況である。 

上り回線のキャリアアグリゲーションの中で、3GPPでの検討が進んでいるものは、同一の周

波数バンド内で連続したLTEキャリアを束ねる場合であり、一部の周波数バンドにおいて、仕

様化が完了している。完成した仕様において、移動局がキャリアアグリゲーションを行った場

合の最大空中線電力の総和は、従前のLTE移動局の最大空中線電力の値と同一となるように規

定されている。さらに、アグリゲーションした場合のスペクトラムエミッションマスク、隣接

チャネル漏えい電力等の干渉調査に用いる規定は、アグリゲーションされた合計のチャネル帯

域幅（例えば５MHz＋10MHz = 15MHz）を1キャリア（15MHz）で送信する場合と同等の規定とな

っている。したがって、アグリゲーションする合計のチャネル帯域幅が、従前の検討範囲内の

値であれば、移動局間の共存条件、及び他システムとの共存条件は、これまでのLTE移動局の

共存条件と同様である。以上の点から、同一の周波数バンド内で連続したLTEキャリアを束ね

るキャリアアグリゲーションの導入に際して、新たな干渉調査の実施は不要である。 

一方、異なる周波数バンドにまたがってLTEキャリアを束ねる場合、あるいは同一の周波数

バンド内で不連続のLTEキャリアを束ねる場合については、3GPPでの標準仕様策定に向けて、

技術的な検討が開始された段階である。したがって、従前のLTE仕様からの差分、及び従前の

共存条件の変更の可能性は、現時点で判断が難しい状況であり、今後、3GPP仕様が新たに規定

された段階で、改めて判断することが望ましい。なお、国内の技術基準への反映に当たっては、

策定された3GPP仕様が、従来のLTEと比較して干渉条件を厳しくするものでないと判断できる

場合には、新たな干渉調査を実施することなく、国際的な整合性を確保する観点から、適切か

つ速やかに、3GPP仕様の規定を技術基準に直接反映していくことが望ましいと考えられる。 
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３．２．２ MIMO伝送技術の拡張 

（１）下り回線の MIMO伝送技術 

 LTEの最大４アンテナ送信に比較して、LTE-Advancedでは最大８アンテナ送信での利用が可

能である。従前のLTE基地局の干渉調査では、基地局は１アンテナ送信として検討を行ってい

る。これは、複数アンテナ送信を行う場合の総送信電力は、１アンテナ送信の総送信電力と同

じ条件で運用することが一般的であることや、共用検討に用いている隣接チャネル漏洩電力は、

送信電力に対する相対値であるため、干渉検討の結果は、１アンテナ送信の検討結果と等しく

なるためである。したがって、下り回線におけるMIMO伝送技術の８アンテナ送信への拡張に対

して、新たな干渉調査の実施は不要である。 

（２）上り回線の MIMO伝送技術 

LTEでは上り回線においてMIMO伝送技術はサポートされていなかったが、LTE-Advancedでは

最大４アンテナ送信での利用が可能となっている。3GPP仕様では、２アンテナ送信の場合の検

討が先行して実施され、仕様化が完了している。当該仕様において、移動局当たりの最大空中

線電力は、従前のLTE移動局の規格と同じにしつつ、スペクトラムエミッションマスク、隣接

チャネル漏えい電力等の不要発射に関わる規格は、アンテナコネクタ毎に規定することとなっ

た。不要発射関連の規格をアンテナコネクタ毎に規定するに際し、3GPPでは干渉条件の観点で

も検討が行われ、下記のようにレポート（3GPP TR36.807、6.6B章）へのとりまとめが行われ

ている。 

 

「２アンテナ送信の上りリンクMIMO伝送において、アンテナコネクタ当たりの平均送信電力

は、１アンテナコネクタで送信を行う端末の平均送信電力に比較して、３ dB減少する。した

がって、平均的な不要発射レベルもそれに応じて、基本的に３ dB減少する。結果として、複

数アンテナコネクタからの送信を行う場合の端末当たりの不要発射レベルの総和は、１アンテ

ナコネクタで送信を行う場合の端末当たりの不要発射レベルと同様であると考えられる。以上

より、上りリンクMIMO送信をサポートしている端末の総和の不要発射レベルの影響は、隣接バ

ンドへの既存システムとの共存という観点で、LTE端末と同様である。」 

 

以上の3GPPでの検討結果を踏まえれば、上り回線のMIMO伝送技術の導入に際して、移動局間

の共存条件、及び他システムとの共存条件は、各周波数帯域で検討されてきた従前のLTE移動

局の共存条件と同一となる。したがって、上り回線のMIMO伝送技術の導入に際して、新たな干

渉調査の実施は不要であり、技術的条件については、3GPP仕様との整合性を確保する形で規定

を行うことが望ましい。 

３．２．３ ヘテロジーニアスネットワーク 

ヘテロジーニアスネットワークは、標準的な基地局（マクロセル基地局）に加えて、送信電

力等が小さい基地局を階層的に展開するネットワーク構成である。3GPP標準仕様では、新たな

送信電力のクラス（Medium range）に関する基地局規定が行われている。従前のLTE基地局の

干渉調査においては、マクロセル基地局に基づいた値での検討が行われているが、新たに3GPP

で規定された送信電力のクラスは、当該マクロセル基地局よりも最大空中線電力が小さい条件
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を想定した規定である。したがって、従前のLTE基地局の場合と比較して、共存条件を厳しく

する方向とはならないため、新たな送信電力クラスの規定を行うに際して、新たな干渉調査の

実施は不要である。 

なお、ヘテロジーニアスネットワークにおいて、セル間干渉の影響を低減する技術として高

度化セル間干渉コーディネーション（eICIC）技術が利用可能となるが、本技術は基地局間で

連携して送信タイミング等を調整する技術である。したがって、LTE基地局の無線規格の変更

を伴う内容ではないため、新たな干渉調査の実施は不要である。 

３．２．４ セル間協調（CoMP）送受信 

 セル間協調送受信技術は、複数の基地局が協調してベースバンド信号処理を行うことにより、

隣接基地局間のエリア境界付近での通信速度を改善する技術である。したがって、LTE基地局

の無線規格の変更を伴う内容ではないため、新たな干渉調査の実施は不要である。 

３．２．５ リレー伝送技術 

 従前の情報通信審議会において、携帯電話通信向けの中継伝送技術として、非再生中継伝送

を前提として、「携帯無線通信の中継を行う無線局の技術的条件」が定められている。一方、

LTE-Advancedで規定されたリレー伝送技術は、レイヤ３リレーと呼ばれる再生中継伝送技術を

前提にしており、その無線規格は、基地局や端末の無線規格に基づいて規定されている。当該

規定は、上記の「携帯無線通信の中継を行う無線局の技術的条件」とは異なる規定方法となっ

ており、従前の共存条件が適用できるか等、より詳細な検討が必要である。現時点では、

LTE-Advancedで規定されたリレー伝送技術の導入に向けた動きは顕在化しておらず、今後のニ

ーズを踏まえて、別途検討することが望ましい。 

３．２．６ まとめ 

以上の考察を踏まえ、第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）で規定された新技術を、

既存の携帯電話周波数へ導入する際の干渉調査の必要性を、表３．２．６－１にまとめる。 

 

表３．２．６－１ 第４世代移動通信システム（IMT-Advanced）で規定された新技術を、 

既存の携帯電話周波数へ導入する際の干渉調査の必要性 

技術項目 新たな干渉調査の必要性 

キャリア

アグリゲ

ーション 

下り回線 LTE基地局が複数のLTEキャリアを送信している状態と同一

であり、干渉検討に関わる無線規格について、LTEからの変

更がない。したがって、干渉検討の結果は、従前の検討と同

じ結果となるため、新たな干渉調査の実施は不要である。 

上り回線 同一バンド内

で連続するキ

ャリアを用い

る場合 

複数キャリアを同時送信する際の端末の最大空中線電力の

値は、キャリアアグリゲーションを行わない場合と同じであ

る。また、アグリゲーションするチャネル帯域幅の合計値が、

従前のLTEで検討されたチャネル帯域幅以内の条件であれ

ば、干渉検討に関わる無線規格は同等である。したがって、

干渉検討の結果は、従前の検討と同じ結果となり、新たな干
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渉調査の実施は不要である。 

上記以外 3GPP仕様が完成した時点で、改めて干渉調査の必要性の判断

をすることが望ましい 

MIMO伝送

技術 

下り回線 複数アンテナ送信を行う場合でも、１アンテナ送信の場合と

総送信電力を同じにすることが一般的である。また、共用検

討に用いる隣接チャネル漏洩電力の値は、送信電力からの相

対値であるため１アンテナ送信時と同一である。したがっ

て、干渉検討の結果は1アンテナ送信の場合と同じであるた

め、新たな干渉調査の実施は不要である。 

上り回線 移動局当たりの最大空中線電力は従前のLTEの規格と同一に

しつつ、スペクトラムエミッションマスク、隣接チャネル漏

えい電力等の不要発射規定については、アンテナコネクタ毎

に規定されている。アンテナコネクタ毎の規定となっても、

3GPPでの検討結果に示されるように、上りリンクMIMO送信を

サポートしている端末の不要発射レベルの総和は、隣接バン

ドへの既存システムとの共存という観点で、従前のLTEの端

末と同様であることから、新たな干渉調査の実施は不要であ

る。 

ヘテロジーニアスネットワーク 基地局向けに新たに3GPPで規定された送信電力のクラスは、

従前のマクロセル基地局よりも最大空中線電力が小さい場

合の規定である。したがって、従前の共存条件を厳しくする

方向とはならないため、新たな干渉調査の実施は不要であ

る。また、セル間干渉コーディネーション（eICIC）技術に

ついては、LTEの無線規格からの変更を伴う関連規定はない

ため、新たな干渉調査の実施は不要である。 

セル間協調（CoMP）送受信 セル間協調送受信技術については、LTEの無線規格からの変

更を伴う関連規定はないため、新たな干渉調査の実施は不要

である。 

リレー伝送 従前の「携帯無線通信の中継を行う無線局の技術的条件」と

は規定方法が異なるため、より詳細な検討が必要。リレー伝

送技術に対する今後のニーズを踏まえ、別途検討することが

望ましい。 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 

携 帯 電 話 等 高 度 化 委 員 会 

(敬称略) 

氏  名 主 要 現 職 

【主査】服部 武 上智大学 理工学部 客員教授 

荒木 純道 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

安藤 真 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授（～第 11 回） 

石原 弘 ソフトバンクモバイル(株) 電波制度室長 

伊東 晋 東京理科大学 理工学部 教授 

入江 恵 (株)エヌ・ティ・ティ・ドコモ ネットワーク部長 

大木 一夫 (一社)情報通信ネットワーク産業協会 専務理事（第11回～） 

冲中 秀夫 ＫＤＤＩ(株) 常勤顧問 

小畑 至弘 イー・アクセス(株) 専務執行役員 

加藤 伸子 筑波技術大学 産業技術学部 准教授 

河東 晴子 三菱電機(株) 情報技術総合研究所 主席技師長 

黒田 道子 東京工科大学 コンピュータサイエンス学部長 教授 

笹瀬 巌 慶應義塾大学 理工学部 情報工学科 教授 

杉山 博史 
(一財)移動無線センター 常務理事 事業本部長 兼  

関東センター長（～第 11 回） 

資宗 克行 (一社)情報通信ネットワーク産業協会 専務理事（～第10回） 

高田 純一 東京工業大学大学院 理工学研究科 教授 

根本 香絵 国立情報学研究所 プリンシプル研究系 教授 

本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長 

湧口 清隆 
相模女子大学 人間社会部 社会マネジメント学科 学科長 

教授 

吉田 進 京都大学大学院 情報学研究科 通信情報システム専攻 教授 

吉村 直子 
(独)情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク研究所 
宇宙通信システム研究室 主任研究員 

別表１ 
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若尾 正義 元(一社)電波産業会 専務理事 
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情報通信審議会 情報通信技術分科会 携帯電話等高度化委員会 

 第４世代移動通信システム作業班 構成員 

 

（敬称略） 

氏  名 主 要 現 職 

【主任】若尾 正義 元(一社)電波産業会 専務理事 

【主任代理】吉村 直子 
(独)情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク研究所  

宇宙通信システム研究室 主任研究員 

石川 禎典 
(株)日立製作所 通信ネットワーク事業部 モバイルシステム部  

専門主任技師 

石田 和人 クアルコムジャパン(株) 標準化部長（～第４回） 

今井 亨 日本放送協会 技術局 計画部 副部長（第２回～） 

上杉 浩之 日本電気(株) モバイルＲＡＮ事業部 技術マネージャー（～第１回） 

上杉 充 

パナソニック モバイルコミュニケーションズ(株) モバイルターミナル

ビジネスユニット モバイル開発センター 要素開発グループ 第一チー

ム 参事（第５回～） 

大川 祐二 日本放送協会 技術局 計画部 副部長（～第１回） 

長内 忍 (株)ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ 技術推進センター 

皆瀬 修 
富士通(株) アクセスネットワーク事業本部 グローバルビジネス事業部

シニアマネージャ（第２回～） 

川島 修 (株)エフエム東京 編成制作局 技術部長 

河野 宇博 スカパーＪＳＡＴ(株) 技術運用本部 電波業務部 マネージャー 

城田 雅一 クアルコムジャパン(株) 標準化グループ 標準化担当部長（第５回～） 

菅田 明則 ＫＤＤＩ(株) 技術企画本部 電波部 担当部長 

髙田 仁 (一社)日本民間放送連盟 企画部 主幹 

高橋 政博 (株)テレビ朝日 技術局 技術統括部 電波担当部長 

田中 伸一 ソフトバンクモバイル(株) 技術統括 電波制度室 担当部長 

谷口 正樹 
富士通(株) アクセスネットワーク事業本部 グローバルビジネス事業部 

部長（～第１回） 

中川 永伸 (一財)テレコムエンジニアリングセンター 技術グループ 部長 

中津川 征士 日本電信電話(株) 技術企画部門 電波室長（～第１回） 

中村 光行 日本電気(株) モバイルＲＡＮ事業部 シニアマネージャー（第２回～） 

日高 秀樹 京セラ(株) 研究開発本部 通信機器研究開発統括部 端末研究部 

別表２  
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第一研究部 副責任者 

古川 憲志 (株)ＮＴＴドコモ 電波部 電波企画担当部長 

三浦 望 
パナソニック モバイルコミュニケーションズ(株) 技術渉外グループ 

技術渉外チーム 主事（～第４回） 

諸橋 知雄 イー・アクセス(株) 技術戦略室 室長 

山崎 潤 
ノキアシーメンスネットワークス(株)  ガバメントリレーションズ統括

（～第５回） 

山本 浩介 
ノキアシーメンスネットワークス(株)  ガバメントリレーションズ統括

部 マネージャー（第６回～） 

山本 裕彦 
シャープ(株) 通信システム事業本部 要素技術開発センター  

次世代プラットフォーム開発部 部長 

要海 敏和 
ＵＱコミュニケーションズ(株)  技術部門 副本部長 兼  

ネットワーク技術部 部長 

吉田 英邦 日本電信電話(株) 技術企画部門 電波室長（第２回～） 

米本 成人 (独)電子航法研究所 監視通信領域 主幹研究員（第７回～） 
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参考資料１－１ 3.4GHz 帯音声 STL（アナログ方式）のスペック 

 

ア． 音声ＳＴＬ（アナログ方式） 送信側パラメータ 

単位 山間部 都市部 備考 

送信周波数帯 MHz 3427～3455 3427～3455 

出力 dBm 30.0 30.0 

占有周波数帯域幅 kHz 400 400 

送信給電系損失 dB -1.0 -1.5 

不要発射の強度 dBc -50 -50 

アンテナ開口径 m 2.0 2.0 

アンテナ利得 dBi 28.9 28.9 Rec. ITU-R F.1245-1(05/2000)摘要  

アンテナ高 m 160 45 （地表高含む） 

送信アンテナ指向特性 Rec. ITU-R F.1245-1(05/2000)摘要  

 

 

 

イ． 音声ＳＴＬ（アナログ方式） 受信側パラメータ 

  単位 山間部 都市部 備考 

受信周波数帯 MHz 3427～3455 3427～3455 

標準受信電力 dBm -45.0 -45.0 

雑音レベル dBm/100kHz -116.0 -116.0 

所要 I/N dB -10 -10 

許容干渉電力 dBm/100kHz -126.0 -126.0 

  -40.0 -40.0 ガードバンド 1MHz 以上  

許容感度抑制電力 dBm -56.0 -56.0 ガードバンド 0.5～1MHz 

  -71.0 -71.0 ガードバンド 0.3～0.5MHz 

アンテナ開口径 m 2.0 2.0 

アンテナ利得 dBi 28.9 28.9 
Rec. ITU-R 

F.1245-1(05/2000)摘要  

受信給電系損失 dB -1.0 -1.5 

アンテナ高 m 160 45 （地表高含む） 

受信アンテナ指向特性 Rec. ITU-R F.1245-1(05/2000)摘要  
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参考資料１－２ 3.4GHz 帯音声 FPU（アナログ方式）のスペック 

 

ア．音声ＦＰＵ（アナログ方式） 送信側パラメーター  

 

  単位 山間部 都市部 備考 

送信周波数帯 MHz 3405～3422 3405～3422  

出力 dBm 30.0 30.0  

占有周波数帯域幅  kHz  400 400  

送信給電系損失 dB -0.5 -0.5  

不要発射の強度 dBc -50 -50  

アンテナ開口径 m 0.9 0.9  

アンテナ利得 dBi 21.5 21.5  

アンテナ高 m 105 70 （地表高含む） 

送信アンテナ指向特性   Rec. ITU-R F.1245-1 (05/2000)摘要  

 

 

 

イ．音声ＦＰＵ（アナログ方式） 受信側パラメーター 

  単位 都市部 備考 

受信周波数帯 MHz 3405～3422 

標準受信電力 dBm -45.0 

雑音レベル dBm/100kHz -116.0 

所要 I/N dB -10 

許容干渉電力 dBm/100kHz -126.0 

  -40.0 ガードバンド 1MHz 以上  

許容感度抑制電力 dBm -56.0 ガードバンド 0.5～1MHz 

  -71.0 ガードバンド 0.3～0.5MHz 

アンテナ開口径 m 1.2 

アンテナ利得 dBi 24.5 

受信給電系損失 dB -1.5 

アンテナ高 m 219 （地表高含む） 

受信アンテナ指向特性 Rec. ITU-R F.1245-1 (05/2000)摘要  
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参考資料１－３ 衛星ダウンリンク（C バンド）のスペック 

 

 

ア． 固定衛星業務（C バンドダウンリンク）のパラメータ 

 

衛星地球局 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

下限周波数 

[MHz] 
3700 3420 3700 3700 3700 3625 3625 3625 3400 

上限周波数 

[MHz] 
4200 4200 3720 3720 4200 4200 4200 4200 4200 

衛星地球局 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

下限周波数 

[MHz] 
3700 3700 3700 3400 3400 3700 3700 3700 3700 

上限周波数 

[MHz] 
4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 

衛星地球局 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

下限周波数 

[MHz] 
3700 4120 4120 3685 3625 3625 3625 3700 3700 

上限周波数 

[MHz] 
4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 

衛星地球局 28 29 30 31 32 33 34 35 36 

下限周波数 

[MHz] 
3400 3400 3625 3625 3599 3599 3599 3625 3625 

上限周波数 

[MHz] 
4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 

衛星地球局 37 38 39 40 41 42 43 44 45 

下限周波数 

[MHz] 
3625 3625 3625 3625 3625 3400 3700 3400 3400 

上限周波数 

[MHz] 
4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 4200 

 

 

 

参考資料１－４ 航空機電波高度計のスペック 
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参考資料２ 干渉検討で使用した伝搬モデル等について 

 

１ 共用検討に用いる伝搬式の検討 

放送事業用無線局との干渉検討では、送受信間が見通しである場合に加えて、送受信間が地

物により見通し外となる場合の伝搬損失推定が必要である。本章では送受信間が見通し外であ

る場合の伝搬損失推定式として、報告 ITU-R SM.2081に記載の拡張秦式の 3.4-3.6 GHz帯にお

ける有効性について検討した結果について述べる。 

 

１．１ 拡張秦式の定義 

 拡張秦式で用いるパラメータとその適用範囲を、表Ｂ.1.1-1に示す。 

 

表 1.1-1 拡張秦式 

パラメータ 適用範囲 

環境 市街地（Urban） 郊外地（Suburban） 開放地（Open area） 

送受信間距離 d (km) ～100 km 

周波数 f (MHz) 30 MHz ～ 3000 MHz 

基地局高 hb (m) ～ 200 m 

移動局高 hm (m) ～ 200 m 

 

 これらのパラメータを用いて、伝搬損失 L は以下で与えられる。なお、hb <hmとなる場合に

対応するため、伝搬損失式では 

   mbmmbb hhHhhH ,min,,max   

のパラメータが用いられる。  

 

(1) d ≦0.04 kmの場合 

    622 10log10log20432]dB[ mb HHdf.L   

なお、本式は自由空間における伝搬損失式と等価である。 

 

(2) d ≧0.1 kmの場合 

 移動局高と基地局高に対する補正項 

          
    30log20,0min

10log20,0max80log561,10min70log11

bb

mmm

H=Hb

H.f.H.f.=Ha 
 

と d >20 kmに対する補正パラメータ 

  














   km d kmfor

d
Hf

kmdfor

b 10020
20

log1007.11087.114.01

201
8.0

34  
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より、d ≧0.1 kmの場合の伝搬損失は以下で与えられる。 

 

(2-1)市街地 

           
   

   


















MHz30002000for2000log102000log9.333.46

MHz20001500forlog9.333.46

MHz1500150forlog226669

MHz15030for/150log20150log226669

,30maxlog8213log,30maxlog556944]dB[

ff

ff

ff..

ff..

H.HbHadH..=L bbmb


 

(2-2)郊外地 

        4.5282000,,150maxminlog2]dB[ 2  furban=LL  

 (2-3)開放地 

      
    94.402000,,150maxminlog33.18

2000,,150maxminlog78.4]dB[ 2




f

furban=LL
 

なお、1≦d≦20km、150≦f≦1500MHz、300≦hb≦200m、1≦hm≦10mの場合、これらの式は奥村

秦式と一致する。 

 

(3)0.04 < d < 0.1 kmの場合 

   
        04.01.0

04.0log1.0log

04.0loglog
04.0]dB[ LL

d
=LL 


  

 

なお、(1)～(3)で得られる伝搬損失 L が自由空間損失よりも小さな値の場合、L は自由空間損

失の値に変更する。 

 以上が拡張秦式における伝搬損失推定式である。本推定式を前提とする場合、Shadowing に

よる短区間変動は対数正規分布で与えられ、その標準偏差は表Ｂ.1.1-2で与えられる。 

 

表 1.1-2 短区間変動の標準偏差 

送受信間距離 標準偏差・ [dB] 

d ≦0.04 km  = 3.5 

0.04<d≦0.1 km 

 04.0
04.01.0

5.312
5.3 




 d=     for propagation above the roofs 

 04.0
04.01.0

5.317
5.3 




 d=     for propagation bellow the roofs 

0.1<d≦0.2 km 
 = 12                          for propagation above the roofs 

 = 17                          for propagation bellow the roofs 

0.2<d≦0.6 km  2.0
2.06.0

129
12 




 d=        for propagation above the roofs 
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 2.0
2.06.0

179
12 




 d=        for propagation bellow the roofs 

0.6km<d  = 9 
 

１．２ 拡張秦式の特性 

 図 1.2-1～1.2-4 に、拡張秦式で得られる距離特性、周波数特性、基地局高特性、移動局高

特性をそれぞれ示す。なお、周波数、基地局高、移動局高が本来の適用範囲を超えている部分

については拡張秦式を外挿した結果であり、特に周波数が３ GHzを超える場合には 2000 MHz< 

f ≦ 3000 MHzの式を用いた。 

 

 

図 1.2-1 距離特性 

 

図 1.2-2 周波数特性 
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図 1.2-3 基地局高特性 

 

図 1.2-4 移動局高特性 

１．３ 拡張秦式の精度評価 

拡張秦式の 3.4－3.6GHz帯における精度を評価するために、送受信間距離に対して比較的遠

方までカバーしている文献[1]の測定結果を比較する。文献[1]の測定諸元を表 1.3-1 に示す。 

 

文献[1]：太田喜元、表英毅、三上学、藤井輝也、“マイクロ波帯における伝搬損失推定式の検

討”、信学技報 AP2003-319、pp. 51- 56、2004.3. 

 

表 1.3-1 測定諸元 

 市街地 郊外地 

八丁堀 晴海 三鷹 

周波数 3.35 GHz、 5.77 GHz、 8.45GHz 

送信電力 10W 

基
地

局
アンテナ種別  コリニアアンテナ：7.6 dBi (3.35GHz) 

7.2 dBi (5.77)、 8.25 dBi (8.45) 
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アンテナ高 50 m 145 m 30 m 

移
動
局 

アンテナ種別 スリーブアンテナ：2.5 dBi (3.35)、  

2.4 dBi (5.77)、 2.2 dBi(8.45) 

アンテナ高 3 m 

 

測定データを重回帰分析し、得られた結果は次の通りである。 

○伝搬損失： 

 
 97.4)}75.11{log(2.3log20

log)log1.342.43()log()/(7.337.24

log11.64.1023.0log1.7100)(

2

2







m

bbb

hf

dhhhH

HHWdL 

 

○回帰残差：≒5dB 

○パラメータと適用範囲 

パラメータ 適用範囲 

送受信間距離 d (km) 0.5～5 km 

周波数 f (GHz) 0.8 ～ 8 GHz 

基地局高 hb (m) 20 ～ 100 m 

移動局高 hm (m) 1 ～ 10 m 

平均建物高 <H> (m) 5 ～ 50 m （デフォルト値：20m）※1 

道路幅 W (m) 5 ～ 50 m （デフォルト値：20m）※1 

道路角 ・ (deg.) 0 ～ 90°（デフォルト値：45°）※2 

※1 デフォルト値は市街地を想定した際のデフォルト値 

※2 デフォルト値は道路角の平均値 

 

伝搬環境を市街地として、距離特性と周波数特性を比較した結果を図 1.3-1、図 1.3-2 に、

伝搬環境を郊外地として同様に比較した結果を図 1.3-3, 図 1.3-4 にそれぞれ示す。ここで、

文献[1]において市街地では<H> = 20 m、<W> = 20 m、 = 45°とし、郊外地では<H> = 5 m、

<W> = 20 m、= 45°としている。また、拡張秦式（Modified Hata）および文献[1]ともに適

用範囲を超える領域は外挿より求めた結果である。 
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図 1.3-1 距離特性の比較結果（市街地） 

 

図 1.3-2 周波数特性の比較結果（市街地） 
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図 1.3-1 距離特性の比較結果（郊外地） 

 

図 1.3-2 周波数特性の比較結果（郊外地） 

 

拡張秦式における適用周波数の上限値は３ GHzであるが、図 1.3-1、及び図 1.3-3の結果より

f = 3.5 GHz においても文献[1]の測定結果と比較的良く推定できていることが分かる。一方、

図 1.3-2、及び図Ｂ.1.3-4 の周波数特性においても文献[1]の測定結果と良く一致している。

ここで、1.1章で示したように、0.1 ≦ d ≦ 20kmの場合、拡張秦式の周波数特性が送受信間

距離に依存しないことを考慮すると、 

 拡張秦式は、距離：10km 以下、周波数：3.4～3.6GHz において適用可能であると言える。 

 ただし、10km 以遠については拡張秦式の周波数特性に距離依存性が生じてくる。 

 


